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第１１章
環境の状況並びに環境の保全
及び創造に関する取組み　　

　２２年度における県内の環境の状況は、こ
れまで実施してきた各種の施策により、全
般に良好な水準を維持しています。
　大気環境については、主な汚染物質であ
る二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状
物質は環境基準を達成していますが、光化
学オキシダントについては環境基準を達成
していません。また、有害大気汚染物質の
うち、環境基準が設定されているベンゼン、
トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ
ン及びジクロロメタンは、すべて環境基準
を達成しています。
　水環境については、河川、湖沼及び海域
において、すべての地点で環境基準を達成
していますが、海域では環境基準達成率が
毎年上下しています。また、地下水につい
ては、一部の地点で環境基準を超過した項
目があるものの概ね環境基準を達成してい
ます。
　土壌環境については、一部の市街地で土
壌汚染対策法に基づき、区域指定されてい
るほか、神通川流域の農用地において、土
壌汚染対策計画に基づき復元事業が進めら
れています。
　地下水位については、おおむね横ばいの
傾向にありますが、道路などの消雪用揚水
設備の増加に伴い、冬期間には市街地の一
部で低下がみられます。
　騒音、振動については、生活環境への著
しい支障は生じておらず、道路に面する一
部の地域を除き、おおむね良好な状況とな
っています。
　ダイオキシン類については、住居地域や
工業地域等における大気、主要な河川の水
質や底質、海域の水質や底質、地下水及び
土壌のほとんどで環境基準を達成していま
すが、富岩運河等で達成していない地点が
あります。

　廃棄物については、県民総ぐるみで循環
型社会の構築に取り組む「ごみゼロ推進大
運動」や「ノーレジ袋県民大運動」の推進
により、発生抑制や循環的利用が進められ
るとともに、不法投棄の未然防止をはじめ
とする適正処理の確保が図られています。
　自然環境については、多様な自然環境の
保全が図られるとともに、近年、人や農作
物等への被害が問題となっているツキノワ
グマやニホンザル等の野生生物との共生と
生物多様性の確保が図られています。また、
森林の保全・整備や県民参加による森づく
りが進められています。
　地球環境については、待ったなしである
地球温暖化への対応のため、県民生活を環
境にやさしいエコライフスタイルに変えて
いくことが必要であり、暮らしの場からの
エコライフの実践が必要となっています。
また、職場での省エネやエコドライブの実
践、森林の保全・整備の推進など、あらゆ
る分野での地球温暖化対策の取組みの強化
が求められています。
　このように、本県の環境の状況は概ね良
好ですが、環境基準達成率が毎年上下して
いる富山湾の水質保全や富岩運河等のダイ
オキシン類汚染の改善などの課題も残され
ており、また、循環型・脱温暖化社会の構
築など喫緊の課題に取り組んでいくため、
２２年度においても、各種計画の推進や県民
総ぐるみによる活動の展開など、環境の保
全及び創造に関して各種施策を講じたとこ
ろです。
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　都市・生活型公害から地球環境問題まで
広範多岐にわたる今日の環境問題に適切に
対応するため、７年１２月に環境基本条例を
制定しました。この条例は、快適で恵み豊
かな環境を保全し、及び創造することを目
標に、「環境の恵沢の享受と継承」、「持続的

発展が可能な社会の構築及び環境保全上の
支障の未然防止」並びに「地球環境保全の
推進」の３つを基本理念として、環境の保
全と創造に向けた行政、事業者、県民の責
務を明示しています。環境基本条例の体系
図は図１‐１のとおりです。

第 １ 節 基本的施策の推進

　図１‐１　環境基本条例の体系図

　健康で文化的な生活を送るためには、快
適で恵み豊かな環境が不可欠であり、将来
にわたって、県民の貴重な財産であるすば
らしい環境を守り育てていくことが必要で
す。このため、環境基本条例の基本理念を

踏まえ、環境の保全と創造に関する各種施
策を計画的に推進し、県民総ぐるみで清ら
かな水と豊かな緑に恵まれた快適な環境づ
くりに取り組んでいます。

１　環境基本条例
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２　環境基本計画

　環境基本計画は、環境基本条例の基本理
念の実現に向けて、快適で恵み豊かな環境
の保全と創造に関する施策の総合的かつ計
画的な推進を図るため、環境基本条例第１１
条の規定により施策の大綱や必要な推進事
項を盛り込んで１０年３月に策定したもので
あり、県における環境の保全と創造に関す
る基本となる計画です。
　今日の環境に関する課題は、県や市町村
のみならず、県民、事業者等の各主体が連
携、協力しながら、それぞれの立場で自主
的かつ積極的に取り組まなければ解決でき
ないものとなっています。環境基本計画は、
環境の保全と創造に向けて各主体に求めら

れる取組みの指針となるものです。
　なお、各種環境法令等の整備により環境
を取り巻く状況が変化していることや、富
山湾の水質汚濁や富岩運河等のダイオキシ
ン類汚染などの新たな課題への対応が求め
られていることなどから、１６年３月に環境
基本計画を改定しました。
　本県の環境行政における環境基本計画の
位置付けは、図１‐２のとおりであり、１９年
４月に策定された総合計画「元気とやま創
造計画」に示された「安心とやま」の環境
面からの実現を図るための部門別計画とし
て位置づけられるものです。また、計画に
定めた施策の概要は図１‐３のとおりです。

　図１‐２　環境基本計画の位置付け

注　この計画の趣旨を踏まえ、１６年３月には、地域レベルで地球温暖化対策に取り組むための地球温暖化対策推
進計画（とやま温暖化ストップ計画）を策定しました。
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　図１‐３　環境基本計画の施策の概要

１　安全で健康な生活環境の確保

　　敢　健康で快適な大気環境の確保
　　　　　・ブルースカイ計画の推進
　　　　　・かおり環境の保全
　　柑　豊かで清らかな水環境の確保
　　　　　・クリーンウオーター計画の推進
　　　　　・富山湾水質保全対策の推進
　　桓　健やかで豊かな生活を支える土壌環境と地下水の確保
　　　　　・農用地土壌汚染対策の推進
　　　　　・市街地等の土壌汚染対策の推進
　　　　　・地下水指針の推進
　　棺　騒音、振動のないやすらかな環境の実現
　　　　　・適正な土地利用、総合的な自動車騒音対策等の推進
　　　　　・音風景の保全
　　款　化学物質による環境リスクの低減
　　　　　・化学物質の環境モニタリングとリスクの低減
　　　　　・化学物質管理指針の策定とリスクコミュニケーションの推進
　　　　　・富岩運河等のダイオキシン類対策の推進
　　歓　公害被害等の防止と解決
　　　　　・イタイイタイ病対策の推進
　　　　　・公害紛争・苦情の未然防止と解決

２　環境への負荷が少ない循環型社会の構築

　　　・とやま廃棄物プランの推進
　　　・廃棄物の発生抑制等の推進
　　　・廃棄物の循環的利用の推進
　　　・廃棄物の適正処理の確保
　　　・廃棄物処理施設の整備促進

３　自然と共生したうるおいのある環境の実現

　　敢　すぐれた自然環境の保全
　　　　　・自然環境指針の推進
　　　　　・自然環境の保全と適正な利用の推進
　　柑　自然とのふれあいの確保
　　　　　・自然とふれあう機会の確保
　　　　　・ナチュラリスト、バードマスター等の育成
　　　　　・登山道、公衆トイレ等の整備
　　桓　生物多様性の確保
　　　　　・生態系や種、遺伝子の多様性の保全
　　　　　・ふるさと生き物環境づくりマニュアルの活用

４　快適な環境づくり

　　敢　心地よい水辺環境の創造
　　　　　・水辺空間の創出、名水等の保全
　　　　　・水辺等における清掃や美化活動の推進
　　柑　里や街における豊かな緑の保全と創造
　　　　　・花と緑の新世紀プランの推進
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　　　　　・公園、道路等の緑化の推進
　　桓　うるおいのある景観の保全と創造
　　　　　・景観条例に基づく景観づくりの推進
　　　　　・各種事業における景観への配慮の推進
　　棺　歴史や文化をいかした街づくり
　　　　　・歴史的・文化的遺産の保全と景観への配慮の推進
　　　　　・歴史的・文化的背景をいかした街づくりの推進
　　款　快適なトイレの推進
　　　　　・快適トイレ推進プランの推進

５　地球環境の保全への行動と積極的貢献

　　敢　地球環境保全行動計画の推進
　　　　　・省資源、省エネルギーの推進
　　　　　・フロン対策等の推進
　　柑　地球環境の保全のための対策の推進
　　　　　・地球温暖化対策推進計画（とやま温暖化ストップ計画）の推進
　　　　　・酸性雨、黄砂対策の推進
　　桓　環日本海地域の環境保全と国際環境協力
　　　　　・除環日本海環境協力センターを中核拠点とした海洋環境保全対策の推進
　　　　　・北西太平洋行動計画（NOWPAP）への支援、協力
　　　　　・日本海学の推進

６　環境の保全及び創造に向けたみんなの行動

　　敢　環境保全活動へのみんなの参加
　　　　　・除とやま環境財団を中核拠点とした県民の環境保全活動への参加の促進
　　　　　・企業、県民、民間団体の環境保全活動の支援
　　柑　環境問題の理解と対応のための教育・学習
　　　　　・環境教育基本計画の推進
　　　　　・とやま環境財団を中核拠点とした環境教育・学習の推進
　　　　　・こどもエコクラブの活動の支援
　　桓　事業者としての県の環境保全率先行動
　　　　　・新県庁エコプランの推進
　　　　　・環境マネジメントシステムによる環境への配慮
　　　　　・グリーン購入の推進

７　総合的視点で取り組む環境の保全と創造

　　敢　環境問題の解決に向けた公害防止計画
　　　　　・公害防止計画に基づく施策の推進
　　柑　事業実施に当たっての環境への影響評価の推進
　　　　　・環境影響評価条例に基づく環境影響評価の推進
　　　　　・公害防止条例や土地対策要綱による事前審査
　　桓　環境の保全及び創造を支える調査研究等の推進
　　　　　・調査研究の推進
　　　　　・県内外の研究機関との共同研究の推進
　　棺　環境コミュニケーションの推進
　　　　　・環境情報の充実、情報公開の推進
　　款　県民参加による新たな環境保全の仕組みづくり
　　　　　・県民参加による仕組みづくりの検討
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第 ２ 節 安全で健康な生活環境の確保

１　健康で快適な大気環境の確保

　健康や生活環境に対して被害が生じない
よう、大気、水、土壌その他の環境の自然
的構成要素が良好な状態に保持されること
は、健やかに暮らしていくために最も基本
的なことです。環境基準＊１の達成状況等か
らみると県内の環境はおおむね良好な状況

ですが、富山湾の水質環境基準の達成率は
気象や海象等の自然要因にも影響を受けや
すく毎年上下していること、騒音や富岩運
河のダイオキシン類など環境基準を達成し
ていない項目が見られる等の課題があり、
今後も適切に対応していく必要があります。

敢　大気環境の状況
　　大気環境の指標として、二酸化硫黄＊２

や二酸化窒素＊３等について環境基準が定
められています。
　　２２年度における一般大気環境中の二酸
化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質
　 ＊４については、県内２３の一般環境観測局
すべてで環境基準を達成しています。
　光化学オキシダント＊５については、高
温無風の晴天時に環境基準値を超過する
ことが多く、観測時間に対する環境基準
を超過した時間の割合は、５．６～９．３％で
した。
　　また、大気汚染防止法で定められてい
る緊急時の措置については、２２年度は注

意報等の発令はありませんでした。
　主な大気汚染物質の環境基準達成率の
推移は、表１‐１のとおりです。また、そ
の年平均値の推移は、図１‐４のとおり、
ここ数年間は概ね横ばいで推移していま
す。
　大気中の自動車排出ガスの濃度につい
て、一酸化炭素＊６、二酸化窒素及び浮遊
粒子状物質は県内７の自動車排出ガス観
測局すべてで環境基準を達成しています。
また、主な大気汚染物質の年平均値の推
移は図１‐５のとおり、ここ数年間は概ね
横ばいで推移しています。

　表１‐１　主な大気汚染物質の環境基準達成率の推移（長期的評価＊７）

注　環境基準達成率（％）＝〔環境基準達成観測局数／全観測局数〕×１００

２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度４８年度物 質 名
１００１００１００１００１００５０二 酸 化 硫 黄
１００１００１００１００１００１００二 酸 化 窒 素
１００１００１００１００１００４５浮遊粒子状物質

＊１環境基準　…　環境基本法等に基づき政府が定める人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが
望ましい環境の質の基準です。

＊２二酸化硫黄　…　硫黄分を含む燃料等を燃焼させることにより生じ、呼吸器等に影響を及ぼす物質で、硫黄酸化物
（SOx）の一種です。

＊３二酸化窒素　…　燃焼に伴い空気中の窒素が酸化されることにより生じ、呼吸器等に影響を及ぼすほか、光化学オ
キシダントの原因ともなる物質で、窒素酸化物（NOx）の一種です。

＊４浮遊粒子状物質　…　大気中に浮遊する微細な粒子で、ぜん息等の原因物質です。工場・事業場のばい煙や自動車
の排ガス等に含まれます。

＊５光化学オキシダント　…　窒素酸化物や炭化水素類が太陽光線の照射を受けて光化学反応を起こすことにより生成
する酸化性の強い物質の総称で、高濃度では人の粘膜や呼吸器に影響を及ぼすほか、植物等への影響も報告され
ています。

＊６一酸化炭素　…　燃料の不完全燃焼等によって生じる有毒物質です。
＊７長期的評価　…　大気汚染物質に係る環境基準達成状況の評価方法で、測定精度や測定時の特殊事情に配慮した上
で、年間を通じた大気汚染の状況を的確に把握するため採用されています。
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　図１‐４　主な大気汚染物質の年平均値の推移（一般環境観測局）

　図１‐５　主な大気汚染物質の年平均値の推移（自動車排出ガス観測局）
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柑　大気環境の保全対策
　ア　法令等に基づく規制の概要
　　ア　大気汚染防止法等による規制
　　　　大気汚染防止法は、工場・事業場

における事業活動並びに建築物の解
体等に伴うばい煙及び粉じんの排出
等を規制するとともに、有害大気汚
染物質対策の推進や自動車排出ガス
に係る許容限度の設定等により、大
気汚染の防止を図っています。

　　　　２２年度末のばい煙発生施設の届出
状況は、総施設数が３，１３８施設（１，２６８
工場・事業場）であり、種類別では、ボ
イラーが２，０５２施設（構成比６５％）で
最も多く、次いでディーゼル機関２８２
施設（構成比９％）、金属溶解炉１７５
施設（構成比６％）となっています。

　　　　一般粉じん発生施設の届出状況は、
総施設数が１，１５６施設（２６６工場・事
業場）であり、種類別では、ベルト
コンベアが４２６施設（構成比３７％）で
最も多く、次いで堆積場３７２施設（構
成比３２％）、破砕機・摩砕機２８９施設
（構成比２５％）となっています。

　　　　また、揮発性有機化合物（VOC）の
排出施設の届出状況は、総施設数が
２７施設（１３工場・事業場）であり、

種類別では粘着テープ等製造に係る
接着の用に供する乾燥施設が８施設
（構成比３０％）で最も多く、次いで
VOCを溶剤として使用する化学製
品の製造に供する乾燥施設６施設
（構成比２２％）、接着の用に供する乾
燥施設５施設（構成比１９％）となっ
ています。

　　　　さらに、公害防止条例では、法の
規制対象外の施設を対象として、大
気汚染に係る施設の届出を義務付け
るとともに、ばい煙、粉じん及び有
害ガスの排出を規制しています。

　　イ　大気汚染緊急時対策要綱による措
置

　　　　大気の汚染が著しくなり、人の健
康又は生活環境に被害が生ずるおそ
れのある場合は、大気汚染防止法及
び大気汚染緊急時対策要綱に基づき、
協力工場へのばい煙排出量削減の要
請等や学校、住民などへの周知を行
っています。

　　　　大気汚染緊急時対策要綱の概要は、
表１‐２のとおりです。

　　ウ　悪臭防止法等による規制
　　　　悪臭防止法は、規制地域において、

工場・事業場の敷地境界での悪臭物

県内全域適 用 地 域
硫黄酸化物、光化学オキシダント、浮遊粒子状物質、二酸化窒素対 象 物 質
情報、注意報、警報、重大警報区　 　 分

重 大 警 報警　 報注 意 報情　 報発 令 基 準

０．５ppm　３時間

０．７ppm　２時間

０．５ppm　２時間

０．２ppm　３時間
０．２ppm　２時間

０．３ppm

硫 黄 酸 化 物
０．３ppm　２時間
０．５ppm

４８時間平均値が
０．１５ppm

０．４ppm０．２４ppm０．１２ppm０．１ppm光化学オキシダント
３．０mg鍬m３ ３時間－２．０mg鍬m３ ２時間２．０mg鍬m３ 浮遊粒子状物質
１．０ppm－０．５ppm０．４ppm二 酸 化 窒 素

注１　発令基準欄中の時間は、当該濃度が継続した時間を表します。
　２　発令は対象地域ごとに１局以上の常時観測局において、対象物質の濃度が発令基準のいずれかに該

当し、かつ、気象条件からみて汚染の状況が継続すると認められる場合に行います。

　表１‐２　大気汚染緊急時対策要綱の概要
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質の濃度や気体排出口及び排水口に
おける悪臭物質の排出等を規制する
ことにより、悪臭の防止を図ってい
ます。

　　　　規制地域は、１０市４町のうち、都
市計画法に基づく用途地域の定めら
れている地域であり、アンモニア、
メチルメルカプタン等２２物質につい
て、工業専用地域とその他の用途地
域に区分し、事業場の敷地境界、気
体排出口及び排水口における規制基
準が設定されています。

　　　　また、公害防止条例では、悪臭に
係る特定施設の届出を義務付けてい
ます。

　イ　大気環境計画の推進
　　　大気環境計画（４８年２月策定。以下
「ブルースカイ計画」という。）は、環

境基本条例に定める大気汚染の防止に
関する個別計画であり、大気環境を保
全するための基本となる方向を示すも
のです。

　　　県では、１７年３月に改定したブルー
スカイ計画に基づき、安全で健康な大
気環境を確保するため、本県において
発生量が多い化学物質について工場・
事業所に対して削減指導を行いました。

　　　一方、県民の関心の高い自動車排ガ
ス対策として、自動車から排出される
窒素酸化物等の大気汚染物質を削減す
るため、県民・事業者によるエコドラ
イブの実践を推進するとともに、低公
害車の普及啓発や公用車への率先導入
などを実施しました。

　　　ブルースカイ計画の概要は、表１‐３
のとおりです。

　星の見え方は、空気のきれいさや街のあかりなど、わたしたちを取り巻く大気環境
と密接に関係しています。県では、星空観察（スターウォッチング）を通して、身の
回りの環境について考え、エコライフスタイルの実践を促すため、「とやまスターウォ
ッチング」を展開しています。
　この活動は、自宅周辺などで、季節ごとに
決められた星を“いつでもどこでも誰もが”
気軽に観察し、どの程度暗い星まで見えたか
を報告していただくものです。県民のみなさ
んから報告のあった結果は１年間分をとりま
とめ、公表することにしています。
　星がよく見える、きれいでさわやかな空に
するために、エコドライブの実践や化学物質
が大気中に排出されるスプレー製品を使いす
ぎないなど、できることからエコライフスタ
イルを実践しましょう。

コ ラ ム

「とやまスターウォッチング」

星空観察会の様子
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「安全で健康な大気環境の確保」及び「快適な大気環境の創造」
（※具体的な目標は表１‐４のとおり）計 画 目 標

１７～２１年度までの５か年間計 画 期 間
富山県全域対 象 地 域
１　安全で健康な大気環境の確保
　○化学物質対策
　　・ＶＯＣ（揮発性有機化合物）排出規制に伴う排出実態調査
　　・「化学物質管理指針（仮称）」の策定　など
　○光化学オキシダント対策
　　・光化学オキシダント等緊急時対策の推進
　　・事業者による自主的なＶＯＣ排出削減の推進　など
　○自動車排出ガス対策
　　・エコドライブの推進
　　・低公害車の普及啓発　など
２　快適な大気環境の創造
　○快適なかおり環境の創造
　　・工場・事業場に対する規制基準の遵守及び悪臭防止技術の指導
　　・かおり環境の保全と創造

主 要 課 題 と
推 進 施 策

　県民、ＮＰＯ、事業者、行政の役割分担を明確にし、一体となって計画
目標の実現を図ります。
　また、県民、関係団体及び行政からなる大気環境計画推進協議会におい
て、計画を効果的に推進します。

計画の推進体制

　表１‐３　ブルースカイ計画の概要

　表１‐４　具体的な目標
※新たな追加物質

環　境　上　の　条　件物　　　　　質

環
　
　
　
境
　
　
　
基
　
　
　
準

１時間値の１日平均値が０．０４ppm以下であり、かつ、１時間値が
０．１ppm以下であること二酸化硫黄

１時間値の１日平均値が１０ppm以下であり、かつ、１時間値の８時
間平均値が２０ppm以下であること一酸化炭素

１時間値の１日平均値が０．１０㎎/弱以下であり、かつ、１時間値が
０．２０㎎/弱以下であること浮遊粒子状物質

１時間値が０．０６ppm以下であること光化学オキシダント
１時間値の１日平均値が０．０４ppmから０．０６ppmまでのゾーン内
又はそれ以下であること二酸化窒素

１年平均値が０．６pg＊２-TEQ＊３/弱以下であることダイオキシン類＊１

１年平均値が０．００３㎎/弱以下であることベンゼン
１年平均値が０．２㎎/弱以下であることトリクロロエチレン
１年平均値が０．２㎎/弱以下であることテトラクロロエチレン
１年平均値が０．１５㎎/弱以下であること※ジクロロメタン

指
針
値

１年平均値が２主＊４/弱以下であること※アクリロニトリル
１年平均値が１０主/弱以下であること※塩化ビニルモノマー
１年平均値が０．０４主Hg/弱以下であること※水銀及びその化合物
１年平均値が０．０２５主Ni/弱以下であること※ニッケル化合物

「安全で健康な大気環境の確保」具体的な目標値

「快適な大気環境の創造」具体的な目標

悪臭のない快適な環境の実現全 県 域
心地よいかおりを感じることができる快適な環境の創造かおり風景１００選選定地域
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　　ウ　監視測定体制の整備
　　　ア　大気汚染常時観測局等の整備状

況
　　　　ａ　大気汚染常時観測局の概要
　　　　　・一般環境観測局
　　　　　　　一般環境の大気汚染を常時

測定するため、県や市により
一般環境観測局２３局が設置さ
れています。

　　　　　・自動車排出ガス観測局
　　　　　　　自動車排出ガスを常時測定

するため、県と富山市により
主要幹線道路近傍に自動車排
出ガス観測局７局が設置され
ています。

　　　　ｂ　大気汚染監視テレメータシス
テムの整備状況

　　　　　　大気汚染の状況を的確に把握
し、光化学オキシダント等の大
気汚染緊急時に迅速に対応する
ため、図１‐６のとおり、インタ
ーネットを利用し、一般環境観
測局２３局、自動車排出ガス観測
局７局及び緊急時一斉指令シス
テム等からなる大気汚染監視テ
レメータシステムを整備してい
ます。

　　　　　　また、県内の大気汚染状況を
県民に広く知ってもらうため、
県のホームページや携帯電話で
大気汚染の状況を見ることがで
きるシステムを整備しています。

　　　イ　大気汚染常時観測局の適正配置
　　　　　県では、２０年１２月に策定した「大

＊１ダイオキシン類　…　ポリ塩化ジベンゾ‐パラ‐ジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン及びコプラナーＰＣＢの総称
です。ダイオキシン類のなかで最も毒性が強い２，３，７，８‐四塩化ジベンゾ‐パラ‐ジオキシンについては、人に
対する発がん性が確認されています。

＊２pg　…　ピコグラムと読みます。ピコは単位の一つで１兆分の１（１０－１２）を示します。
＊３TEQ　…　Toxicity Equivalency Quantity（又はToxic Equivalent）の略称で、毒性等量の意味です。ダイオ
キシン類には組成や構造が異なる多くの種類があり、それぞれ毒性の強さが異なるため、最も毒性の強い
２，３，７，８‐四塩化ジベンゾ‐パラ‐ジオキシンに換算して全体的な毒性の強さを表しています。

＊４μg　…　マイクログラムと読みます。マイクロは単位の一つで百万分の１（１０－６）を示します。

　図１‐６　大気汚染監視テレメータシステムの状況

※富山神明及び高岡能町は２２年度をもって廃止
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＊環境放射能　…　環境中に存在する放射能で、宇宙からのエネルギーにより大気中で生成する物質や地殻中に存在す
る物質による自然的なものと、原子力の利用等に由来する人工的なものがあります。

気汚染常時観測局適正配置計画」に
基づき、観測局の効果的かつ効率的
な配置を行っています。大気汚染常
時観測局適正配置計画の概要は、表
１‐５のとおりです。

　　ウ　環境放射能測定機器の整備状況
　　　　県内における環境放射能＊の実態

を把握するため、文部科学省のモニ
タリング調査の一環として、環境科
学センターに、モニタリングポスト、
ＧＭ式ベータ線測定装置、ゲルマニ
ウム半導体核種分析装置を整備し、
一般環境中の放射能の測定を行って
います。

　　エ　花粉常時観測体制の整備
　　　　国と連携して富山市と立山町に整

備した花粉観測システム（愛称：は
なこさん）により、花粉飛散時期に
飛散情報の提供を行っています。

　エ　監視指導
　　　大気汚染防止法及び公害防止条例に
基づく対象工場・事業場（中核市であ

モニタリングポストの検出部

る富山市の区域を除く。）延べ１１１工場・
事業場を対象に立入検査を実施し、排
出基準等の適合状況及び対象施設の維
持・管理状況や届出状況について確認
するとともに、ブルースカイ計画に基
づく対象工場・事業場については、ば
いじんや窒素酸化物の排出状況等を調
査しました。その結果、３３工場・事業

　表１‐５　大気汚染常時観測局適正配置計画の概要
２０～３０年度まで計画期間
敢　一般環境観測局
　・浮遊粒子状物質及び光化学オキシダントは２５局を１９局に集約
　・二酸化硫黄は１９局を１５局に集約
　・二酸化窒素は１８局を１４局に集約
　・非メタン炭化水素は６局新設
柑　自動車排出ガス観測局
　・浮遊粒子状物質及び二酸化窒素は７局を存続
　・一酸化炭素及び非メタン炭化水素は７局を４局に集約

概 要

年次計画

備　考
年　　　　　　　　　　　　度

測定項目区　分
３０２９２８２７２６２５２４２３２２２１２０

１９局→１５局△２△１△１二 酸 化 硫 黄

一般環境
観 測 局

１８局→１４局△１△２△１二 酸 化 窒 素
２５局→１９局△１△２△１△２浮遊粒子状物質
２５局→１９局△１△１△１△２△１オキシダント
０局→６局＋４＋２非メタン炭化水素
７局二 酸 化 窒 素

自 動 車
排 ガ ス
観 測 局

７局浮遊粒子状物質
７局→４局△１△２一 酸 化 炭 素
７局→４局△１△１△１非メタン炭化水素

注　△は廃止局数
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場に対し、改善を指導しました。

　オ　アスベスト対策の推進
　　　アスベスト含有建材を使用している
建築物、工作物の解体等工事に伴うア
スベスト除去作業の適正化を図るため、
大気汚染防止法で届出のあったアスベ
スト除去等作業７１件のうち、作業現場
４３件について立入調査を実施し、アス
ベストの飛散防止対策の徹底について
指導・助言を行いました。

　　　また、県内の一般大気環境中におけ
るアスベスト濃度の実態を把握するた
め、住宅地域や工業地域など１４地点で
環境調査を実施し、その結果は、０．１４
～０．５９本／狩で特に問題はなく、環境
省が実施した全国の一般環境調査結果
と同程度でした。

　　　さらに、アスベストによる健康被害

　表１‐６　環境放射能調査の概要

アスベスト除去等作業現場の立入調査

の特殊性を考慮し、アスベストによる
被害者の迅速な救済を図るため、石綿
健康被害救済法に基づき石綿健康被害
救済基金へ拠出しました。

　カ　環境放射能調査
　　　環境放射能の実態を把握するため、
文部科学省の委託を受けて、日常生活
に関係のある大気や水道水など各種環
境試料中の放射能を調査しました。調
査項目等は、表１‐６のとおりです。そ
の結果、県内における環境放射能の実
態は、全国と同程度でした。

　　　また、福島第一原子力発電所の事故
を受け、降下物（雨、ちり）と水道水
に含まれる放射性物質の分析を実施し
ました。

　キ　畜産環境保全対策
　　　畜産農家の実態調査、巡回指導を行
うとともに、畜産環境保全に係る施設
導入に対し、補助を行いました。

　　ア　調査及び巡回指導
　　　　県、市町村及び農業団体の連携に

よる総合的な指導体制のもとに、畜
産農家の実態調査、巡回指導、水質
検査、悪臭調査等を実施しました。
このうち、実態調査については、１６６
戸の畜産農家を調査しました。その
結果、ふん尿処理施設の設置及び利

測　定　方　法調査回数
（回/年）調査地点試　　料　　名調査項目

モニタリングポスト連　続射水市空 気空 間 放 射
線 量 率

ＧＭ式ベータ線
測定装置降雨毎〃降 水全ベータ線

ゲルマニウム半導体
核種分析装置

４〃大 気 浮 遊 じ ん

核種
ガ ン マ 線

１２〃降 下 物
１〃水 道 水
１〃米
１富山市野菜（ほうれんそう）
１射水市 〃 （大　　　　根）
１砺波市牛 乳
１射水市土　壌（上層、下層）



２０

用状況は、各畜種とも発酵処理施設
による利用が最も多い状況でした。
また、畜産農家付近住民から寄せら
れる苦情を未然に防ぐため、延べ４１５
戸を巡回指導を行うとともに、水質
検査を１０戸、悪臭調査を４戸で実施
しました。

　　イ　健全な畜産経営の育成
　　　　家畜の飼養に伴って生ずる衛生環

境阻害要因の除去、施設の改善及び
畜舎周辺の美化運動等を推進すると
ともに、地域社会と調和した清潔で
快適な畜産環境の維持を推進しまし
た。また、家畜ふん尿を適正に処理
した堆肥づくり、堆肥利用の組織づ
くり及び各種補助制度を活用した処
理施設の設置等について、積極的に

指導しました。

桓　環境基本計画に掲げる目標
　　環境基本計画では、健康で快適な大気
環境の確保について、「健康で快適な生活
ができるきれいな空」及び「悪臭のない
さわやかな環境」を実現することを目標
としています。

　　具体的には、大気汚染物質濃度につい
ては、環境基準及びブルースカイ計画の
目標を達成維持することとしており、悪
臭については、日常生活において不快さ
を感じないレベルを達成維持することと
しています。

　　環境基本計画に掲げる健康で快適な大
気環境の確保に係る指標の達成状況は、
表１‐７のとおりです。

　県では、文部科学省の委託により環境科学センター（射
水市）に設置されたモニタリングポスト並びに県独自に
高岡厚生センター氷見支所（氷見市）及び新川土木セン
ター入善土木事務所（入善町）に設置したモニタリング
ポストにより、大気中の放射線を測定しており、福島第
一原子力発電所の事故後、異常値は認められておりませ
ん。
　また、サーベイメータを用いて環境科学センターの前
庭（地上１ｍの高さ）で放射線を測定した結果は、自然
界の放射線のレベルの範囲内です。
　このほか、降下物（雨・ちり）及び水道水を毎日採取
し、放射性物質の分析をしております。ごく微量の放射
性物質が検出された日がありましたが、健康に影響を及
ぼすものではありません。
　県としては、今後とも、国と緊密に連絡をとりながら、
事態が収束するまで、環境放射線の測定及び放射性物質
の分析を継続し、安全で安心な県民生活の確保に努めて
まいります。

コ ラ ム

「環境放射線のモニタリング」

モニタリングポスト

放射性物質分析装置
（ゲルマニウム半導体検出器）
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　表１‐７　健康で快適な大気環境の確保に係る指標の達成状況と主な取組みの効果

目　　標現　　状
単位指 標 の 説 明指 標 の 名 称

値年度値年度

１００２２１００２２％年間評価
達成局数／測定局数（長期的評価）

浮遊粒子状物質大気
環境基準の達成率

１００２２１００２２％年間評価
達成局数／測定局数（長期的評価）

二酸化窒素大気環境
基準の達成率

１００２２１００２２％年間評価
達成地点数／測定地点数

ベンゼン大気環境基
準の達成率

１　指標の達成状況

２　主な取組みの効果
効　　　　　果取り組み

のべ１１１工場・事業場を対象に立入検査を実施し、３３工場・事業場を指
導
【浮遊粒子状物質、二酸化窒素、ベンゼンの大気環境基準の達成を維持】

ばい煙等の発生源に
対する監視指導
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２　豊かで清らかな水環境の確保

敢　水環境の状況
　　水質環境の指標として、カドミウムや
水銀などの人の健康に関連して定められ
た項目（健康項目）や生物化学的酸素要
求量（ＢＯＤ）＊１などの生活環境の保全に
関連して水域の利用目的に応じて定めら
れた項目（生活環境項目）等について、
環境基準が定められています。
　　河川、湖沼及び海域の公共用水域につ
いては、図１‐７の２７河川（５１水域）９０地
点、３湖沼（３水域）６地点、２海域
（７水域）２８地点の合計１２４地点のすべ
てで、健康項目に係る環境基準を達成し
ています。また、生活環境項目に係る環
境基準の達成状況は、表１‐８のとおり、
河川、湖沼及び海域のすべてで１００％の達
成率でした。
　　生活環境項目に係る水質の推移をみる
と、図１‐８のとおり、過去に著しい汚濁
がみられた小矢部川や神通川などは、大
幅に改善され、近年は清浄になってきて
います。また、庄川や常願寺川、黒部川
などは現在もその清流を保っています。
さらに、中小の河川のうち、生活排水の
影響がみられた都市河川は、徐々に改善
されています。それぞれの河川の水質の

状況は、図１‐９のとおり、ほとんど環境
基準のＡＡ～Ａ類型＊２に相当する清浄な
水質を維持しています。

　　湖沼は、清浄な水質を維持しており、
すべての湖沼で継続して環境基準を達成
しています。

　　また、海域は、環境基準達成率が毎年
上下し、２２年度は１００％となっています。
海域（富山湾）の水質は、気象や海象な
どの影響を受けて変動しやすいことから、
今後も監視を継続し、中・長期的にみて
いく必要があります。

　　海域（富山湾）の環境基準は、表中層（海
面～２ｍ）の化学的酸素要求量（COD）＊３

で評価していますが、表１‐９のとおり、
海面下１０ｍ層ではCODは低くなってい
ます。なお、漁業被害をおよぼすような、
有害な赤潮の発生は確認されていません。

　　地下水については、平野部の７６地点で
測定した結果、一部の地点で環境基準を
超過したものの、概ね環境基準を達成し
ていました。

　　また、過去に汚染が判明した地域にお
いても３１地点で地下水の測定を行った結
果、汚染範囲の拡大はみられていません。

＊１生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）　…　水中の汚濁物質が微生物によって分解されるときに必要な酸素の量で、河
川の汚濁を示す代表的な指標です。

＊２（水質環境基準の）類型　…　水域の利用目的に応じて定められている環境基準の区分で、河川の場合はＡＡ～Ｅ
類型の６つに、湖沼の場合はＡＡ～Ｃ類型の４つに、海域の場合はＡ～Ｃ類型の３つに分けられています。河川
や湖沼のＡＡ類型、海域のＡ類型は最も清浄な水質を目標とする水域です。

＊３化学的酸素要求量（ＣＯＤ）　…　水中の汚濁物質を化学的に分解するときに必要な酸素の量で、湖沼や海域の汚
濁を示す代表的な指標です。

２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度５１年度区　　分

１００１００１００１００１００８１河 川

１００１００１００１００１００―湖 沼

１００１００７２１００６０８５海 域

１００１００９２１００８８８３全 体

注１　有機汚濁の代表的な水質指標であるBOD（河川）、COD（湖沼及び海域）によります。
　２　環境基準達成率は、環境基準点数に対する環境基準達成地点数の割合です。

　表１‐８　河川、湖沼、海域における環境基準達成率の推移 （単位：％）
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　図１‐７　水質の監視測定地点
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　図１‐８　河川、湖沼及び富山湾の水質の推移（年間７５％値）
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　図１‐９　河川の水質状況（２２年度）

　表１‐９　海域（富山湾）における表中層と海面下１０ｍ層のCODの比較

２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度区　　分

１．８１．７１．８１．５２．０表 中 層

１．３１．２１．３１．１１．４　１０ ｍ 層

注１　表中層とは、海面下０．５ｍから２ｍ層です。
　２　富山湾海域２２地点のCOD年平均値を平均したもので、測定回数は年度により異なっています。

（単位：㎎／狩）
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り　　　　　ん窒　　　　　素水　　域　　名

０．０１６mg鍬狩以下０．１７mg鍬狩以下小矢部川河口海域（乙）

０．０１７mg鍬狩以下０．２３mg鍬狩以下神通川河口海域（乙）

０．０１０mg鍬狩以下０．１４mg鍬狩以下その他の富山湾海域

　表１‐１０　富山湾海域における窒素・りんの水質環境目標

柑　水環境の保全対策
　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　水質汚濁防止法では、公共用水域の
水質汚濁の防止を図るため、工場・事
業場から排出される水に全国一律の排
水基準を設定し、規制しています。

　　　また、この一律基準では水質汚濁の
防止が不十分と認められる水域につい
ては、条例でより厳しい排水基準（上
乗せ排水基準）を設定できることにな
っており、本県では、主要な公共用水
域について上乗せ排水基準を設定して
います。

　　　規制の対象は、特定施設を設置して
いる工場・事業場であり、現在、政令
で１０１業種等の施設が指定されていま
す。２２年度末における特定施設の届出
状況は、３，４７６工場・事業場であり、地
域別では、富山市が２７％、高岡市が１３％
を占めています。また、業種別では、
宿泊業が１８％、食料品製造業が１６％と
なっています。

　　　また、本県では、公害防止条例によ
り、法の規制対象外の施設を対象とし
て、特定施設を追加指定するとともに、
排水基準を設定し、水質汚濁の未然防
止を図っています。

　　　さらに、地下水汚染を防止するため、
水質汚濁防止法及び公害防止条例によ
り、有害物質を含む水の地下浸透を禁

止しています。

　イ　水質環境計画の推進
　　　水質環境計画（６２年２月策定、２０年
３月改定。以下「クリーンウオーター
計画」という。）は、環境基本条例に定
める水質汚濁の防止に関する個別計画
であり、河川、湖沼、海域及び地下水
の水質環境を保全するための基本とな
る方向を示すとともに、県及び市町村
の事業、事業者の活動など水環境を利
用する際の指針となるものです。

　　　県では、この計画に基づき、公共用
水域及び地下水等の監視や公共下水道
の整備、工場・事業場の排水対策、水
環境保全活動の啓発などの水環境保全
施策を推進しています。

　　　また、富山湾の水質については、窒
素、りんに起因する植物プランクトン
の増殖（内部生産）に影響を受けるた
め、表１‐１０のとおり富山湾海域におけ
る窒素、りんの水質環境目標を設定し
ています。

　　　この計画を総合的かつ計画的に推進
するため、県、市町村、関係団体等か
らなる「水質環境計画推進協議会」に
おいて、施策の実施状況や推進方策等
について具体的な検討を行っています。

　　　クリーンウオーター計画の概要は、
表１‐１１のとおりです。
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　表１‐１１　クリーンウオーター計画の概要
「魚がすみ、水遊びが楽しめる川、湖、海及び清らかな地下水」
具体的には、「きれいな水」と「うるおいのある水辺」の確保
　○き　れ　い　な　水：公共用水域及び地下水において、水質汚濁に係る
　　　環境基準が達成されていること
　　　　さらに、公共用水域の生活環境項目については、河川は環境基準の

Ｂ類型相当以上の水質、湖沼は環境基準のＡ類型相当以上の水質、海
域は環境基準のＢ類型相当以上の水質であること

　○うるおいのある水辺：周辺の景観と調和が図られ、水や緑、魚などの自
然と触れ合うことができ、散策など憩いの場が確保されていること

計 画 目 標

　特に期間は定めていませんが、おおむね５年を目途に施策等の見直しを図る
ものとしています。計 画 期 間

県下全域の公共用水域及び地下水対 象 水 域
・水質環境の調査及び評価
・排水対策
・水域の保全
・環境保全活動等

計画の推進施策

　県民、事業者、各種団体及び関係行政機関の連携・協力のもと、計画の推
進を図ります。
　また、国、県、市町村、関係団体からなる水質環境計画推進協議会におい
て、計画を効果的に推進します。

計画の推進体制

　ウ　監視測定体制の整備
　　　水質汚濁防止法に基づき、公共用水
域及び地下水の水質測定計画を作成し、
公共用水域では２７河川、３湖沼、２海域
の１２４地点、地下水では１２１地点で水質
を監視しています。

　エ　監視指導
　　　水質汚濁防止法及び公害防止条例に
基づく規制工場・事業場等（中核市で
ある富山市を除く。）延べ１８８工場・事
業場を対象に、排水基準の適合状況及
び汚水処理施設の管理状況等について、
立入検査を実施し、のべ５工場・事業
場に対して、汚水処理等の改善を指導
しました。

　オ　富山湾水質保全対策
　　　富山湾の水質保全を図るため、工場・
事業場対策として、１２工場・事業場に
おいて排水中の窒素、りんの濃度を調
査し、窒素、りん削減の技術指導を行
いました。

　　　また、事業者、行政等から構成する
「富山湾水質改善対策推進協議会」に

おいて、窒素、りんの削減に関する効
率的かつ効果的な技術等の情報交換、
事例紹介等を行い、工場・事業場に対
する意識啓発を行いました。

　カ　河川の水質環境基準の水域類型指定
の見直し等

　　　より良い水環境を創造するため、２１
年度に実施した庄川等１７河川２４水域の
利用目的や水質等の基礎調査結果を踏
まえ、そのうちの３水域について水質
環境基準の水域類型指定を見直しまし
た。

　　　また、水生生物及びその生息環境の
保全を目的として新たに設定された水
生生物保全環境基準の類型指定に向け
て、魚類の生息や水質等の調査を実施
しました。

　キ　水質汚濁事故対策の推進
　　　事故の未然防止対策の推進及び事故
時の関係者間の連携協力体制の強化を
図るため、水質汚濁事故対策連絡会議
を設置し、事故対策マニュアルの作成
や油流出防止に向けた啓発資料の配布
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＊要監視項目　…　人の健康の保護や水生生物の生息に関連する物質のうち、公共用水域等における検出状況等からみ
て、現時点では直ちに環境基準を設定せず、引き続き知見の集積に努めることとされているものです。現在、人の
健康の保護に係るものとしてはニッケルやモリブデン等２６物質が位置付けられています。

等を実施しました。

　ク　水質環境の各種調査
　　ア　窒素・りん環境調査
　　　　河川や海域における全窒素及び全

りんの実態を把握するため、河川５７
地点、海域２８地点で調査を実施しま
した。

　　　　その結果、河川の全窒素及び全り
んの濃度は一般的に人為的汚濁源の
多い河川で高く、有機汚濁の状況と
ほぼ類似した傾向を示しました。

　　　　また、富山湾の全窒素は、環境基
準のⅠ類型（０．２㎎/狩以下）～Ⅱ類
型（０．３㎎/狩以下）、全りんは環境
基準のⅠ類型（０．０２㎎/狩以下）に
相当する水質であり、クリーンウオ
ーター計画で設定した水質環境目標
の適合率は、全窒素で３５％、全りん
は８８％でした。

　　イ　要監視項目環境調査
　　　　公共用水域における要監視項目＊

の実態を把握するため、河川５２地点
で１４項目について調査を実施しまし
た。

　　　　その結果、一部の地点でフェニト
ロチオン、ニッケル、モリブデン、
アンチモン、全マンガン及びウラン
が検出されましたが、環境省が定め
る指針値を超えたものはありません
でした。

　　ウ　湖沼水質調査
　　　　主要な湖沼の水質の現況を把握し、

水質汚濁の未然防止に資するため、
小牧ダム貯水池及び臼中ダム貯水池
の２湖沼で水質調査を実施しました。

　　　　その結果、有機汚濁の指標である
CODについては、２湖沼とも環境
基準のＡ類型（３㎎/狩以下）に相
当する水質でした。

　　エ　海水浴場水質調査

　　　　海水浴場の水質実態を把握するた
め、主要８海水浴場について調査を
実施しました。

　　　　結果は、すべて水浴場として適当
な水質でした。

　　オ　神通川第一ダム水質調査
　　　　神岡鉱業㈱との「環境保全等に関

する基本協定」に基づき、カドミウ
ムについて神通川第一ダムで毎月、
１日５回の調査を実施しました。

　　　　その結果、すべて不検出（０．０００１
㎎/狩未満）でした。

　　カ　底質調査
　　　　公共用水域における底質の重金属

の状況を把握し、水質汚濁の未然防
止を図るため、河川及び港湾２３地点
で調査を実施したところ、総水銀に
ついては暫定除去基準の２５ppmを
超える地点はみられませんでした。

　　キ　立山環境調査
　　　　立山地区の水質環境の保全を図る

ため、常願寺川上流部の河川等の環
境７地点及び発生源１０事業場の水質
調査を実施しました。

　　　　その結果、環境においてはBOD
（又はCOD）について自然的要因
を受けている地点を除き、環境基準
のAA類型に相当する良好な水質
でした。発生源についてはいずれも
排水基準に適合していました。

　　ク　水生生物調査
　　　　広く水質保全意識の普及啓発を図

るため、中学校や高等学校の科学部
等の各種団体の協力を得て、河川の
水生生物調査を実施しており、２２年
度は、６団体のべ７８７名の参加により、
１０河川１１地点で調査を実施しました。

　ケ　各種の水環境保全対策
　　ア　下水道の整備
　　　　１２年度に策定した全県域下水道化



２９

第
２
第
２
節節

安
全
で
健
康
な
生
活
環
境
の
確
保

新世紀構想に基づき、流域下水道、
公共下水道及び特定環境保全公共下
水道の整備を計画的に進めています。
２１年度末現在県内１５市町村すべてに
おいて整備が進められ、供用を開始
しています。

　　　　流域下水道のうち、高岡市等５市
を対象とした小矢部川流域下水道事
業は、６２年度から供用を開始し順次
区域を拡大しており、射水市等３市
を対象とした神通川左岸流域下水道
事業は、９年度から供用を開始し順
次区域を拡大しています。

　　　　また、公共下水道については、富
山市等１０市４町１村で、特定環境保
全公共下水道については、富山市等
１０市４町で事業を実施しています。

　　　　なお、２２年度末の下水道処理人口
普及率は８０％（全国第８位、全国平
均普及率７５％）となっています。

　　イ　農村下水道の整備
　　　　農村下水道の整備は、農業集落排

水事業や漁業集落排水事業等により
実施しています。

　　　　２２年度末現在では、全体で１３市町
村１７９地区において事業を実施して
おり、計画処理人口１２６，１００人のうち
１２１，９０５人について整備済及び整備
中です。

　　ウ　コミュニティ・プラントの整備
　　　　コミュニティ・プラント（地域し

尿処理施設）は、郊外型ミニ下水道
ともいうべき生活雑排水とし尿を合
わせて処理する施設で、整備や適正
な維持管理が図られています。２２年
度末現在で、２市、４施設（計画処
理人口６，６４２人）が供用されています。

　　エ　合併処理浄化槽の整備
　　　　し尿と生活雑排水を合わせて処理

する合併処理浄化槽の設置について
は、６２年度から国が市町村に対して
補助を行っています。

　　　　県も、６３年度から市町村への補助
を行っています。

　　　　２２年度は、１２市町において本事業

が進められた結果、２８３基の合併処理
浄化槽が設置され、２２年度末現在で
の設置数は、１４市町において、８，８６８
基となっています。

　　オ　漁場環境保全対策
　　　　漁場環境の保全を図るため、漁場

環境の監視を行うとともに漁業被害
に関する情報の収集、定置網漁場の
水質調査等を実施しています。朝日
町宮崎から氷見市地先に至る定置網
漁場を中心とする３２地点において、
調査地点ごとに３～１１回、水温、pH、
塩分、濁度、CODを測定するととも
に、海況及び漁獲量も併せて調査し、
その結果をとりまとめ、関係者に報
告しました。主な調査結果を年間の
最小値・最大値でみると、pHにつ
いては、７．２～８．７、CODは０．１～３．３
㎎/狩となっています。

　桓　とやま２１世紀水ビジョンの推進
　　　水ビジョンの改定
　　　　県では、３年３月に、“水の王国と

やま”と呼ばれる水の恵み多き郷土
を未来に引き継いでゆくため、全国
に先駆けて、水に関わる各種施策を
総合的に推進する「とやま２１世紀水
ビジョン」を策定しました。

　　　　この水ビジョンは、行政のみなら
ず、あらゆる主体が健全な水循環系
の構築を目的に、将来像を共有し、
整合を図りながら、水に係る各種施
策等を総合的かつ横断的に推進する
ための基本的な方向を示すものです。

　　　この水ビジョンに基づき、「流域を単
位とした水管理の推進」、「清浄で水
量豊かな水環境の保全と活用」、「自
然豊かな美しい水辺景観の保全と創
出」の３つの基本目標の実現に向け
て各種施策を積極的に展開してきま
したが、その後、水を取り巻く社会
状況等が大きく変化してきたことか
ら、１９年３月に、１６年ぶりに水ビジ
ョンの改定を行いました。

　　　　改定された「とやま２１世紀水ビジ
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ョン」では、『恵みの水が美しく循環
する“水の王国とやま”』の実現を目
指し、「水源対策」、「治水・利水対
策」、「水環境対策」、「水を活かした
文化・産業の発展」、「地球的規模の
水問題へのとりくみ」の各種施策を
総合的、横断的に推進することとし
ており、２７年度を目標年次として、
１７の実現目標の達成に取り組んでい
ます。

　　

　棺　環境基本計画に掲げる目標
　　　環境基本計画では、豊かで清らかな
水環境の確保について、「魚がすみ、水
遊びが楽しめる川、湖、海及び清らか
な地下水」を実現することを目標とし
ています。

　　　具体的には、環境基準及びクリーン
ウオーター計画の目標を達成維持する
こととしています。

　　　環境基本計画に掲げる豊かで清らか
な水環境の確保に係る指標の達成状況
は、表１‐１２のとおりです。

　県内では、有害物質や油などの河川等への流出や地下
への浸透といった水質汚濁事故が、年間５０～６０件発生し
ています。この中には、農業用水等への混入、魚のへい
死などの被害が生じた事例もあります。
　県では、関係機関からなる「富山県水質汚濁事故対策
連絡会議」を設置し、事故時の連絡体制等の整備を行う
とともに、事故時の対応マニュアルや油の流出事故防止
に関するリーフレットなどを作成・配布し、事故の未然
防止と被害の拡大防止に努めています。
　県民、事業者の皆様には、水質汚濁事故の未然防止に
努めていただくとともに、事故が起きた場合や、事故を
発見した場合には、市町村や消防などに至急ご連絡くだ
さるようお願いします。
　『水はとやまの大切な財産です。水質汚濁事故対策を
推進し、将来に素晴らしい水環境を残しましょう！』

○参照：
　http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1706/kj00003231.html

コ ラ ム

「水質汚濁事故を未然に防ぎましょう」

油吸着マットによる流出防止

油流出事故防止に関する
啓発リーフレット　　　
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　表１‐１２　豊かで清らかな水環境の確保に係る指標の達成状況と主な取組みの効果

２　主な取組みの効果
効　　果取組み

浄化槽整備２８３基分の補助等により、新たに約６，８００人分の処理施設を整
備 【人口普及率が１ポイント増加】

下水道整備、合併処
理浄化槽整備への補
助（Ｈ２２）

目　　標現　　状
単位指 標 の 説 明指 標 の 名 称

値年度値年度

１００２２１００２２％年間評価
達成地点数／測定地点数

河川ＢＯＤ水質環境
基準の達成率

９０
以上２３１００２２％年間評価

達成地点数／測定地点数
海域ＣＯＤ水質環境
基準の達成率

　９４２２９４２２％総人口に占める汚水処理
施設の普及人口の割合

汚水処理施設の人口
普及率

１　指標の達成状況
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敢　土壌環境と地下水の状況
　ア　農用地の土壌環境の状況
　　　土壌は、一旦汚染されるとその影響
が長期にわたり持続するという特徴が
あり、土壌の機能を保全する観点から、
重金属や有機塩素化合物等について環
境基準が定められています。また、農
用地については、「農用地の土壌の汚染
防止等に関する法律」に基づき、カド
ミウム、銅及び 砒 素が特定有害物質と

ひ

して定められています。
　　　県内には、カドミウムによって汚染
された農用地として、表１‐１３、図１‐
１０に 示 す よ う に 神 通 川 流 域 で
１，５００．６ha、黒部地域で１２９．５haを農
用地土壌汚染対策地域に指定し、表１

‐１４の農用地土壌汚染対策計画に基づ
き、汚染を除去するための工事（土壌
復元工事）を実施してきたところであ
り、土壌復元事業が完了した地域につ
いては指定を解除した結果、２１年度末
の時点での指定面積は、神通川流域で
１２７．６ha、黒部地域で６８．５haとなって
います。

　イ　市街地等の土壌環境の状況
　　　近年、有害物質による土壌汚染の判
明件数が全国的に著しく増加してきて
おり、土壌汚染による人の健康影響の
懸念や対策の確立への社会的要請が強
まったことから、１４年５月に「土壌汚
染対策法」が公布され、１５年２月から

黒部地域
神　　　　通　　　　川　　　　流　　　　域地区

計画の内容 計第３次地区第２次地区第１次地区

３年１１月１９日
８年９月３０日変更
２０年３月２８日変更

―――
４年２月３日

１５年６月２６日変更
５９年１月２０日　
３年９月４日変更

５５年２月６日告 示 年 月 日

１２９．５（１３２．１）１５００．６（１６４４．４）９５３．７（１，０５５．３）４５０．５（４８１．１）９６．４（１０８．０）計画面積（ha）

注　実数は台帳面積、（　）内は実測面積です。

　表１‐１４　神通川流域及び黒部地域における農用地土壌汚染対策計画策定状況

注　面積は台帳面積です。地域名は指定当時の名称です。

指定及び解除の
年　　月　　日

汚染
物質

残る指
定面積
①－②

指　定　解　除　し　た　面　積対策地域
の指定面
積　　①

地　域　名
計　②第８回第７回第６回第５回第４回第３回第２回第１回

指定　　　４９年８月２７日
５０年１０月１７日

区域変更　５２年１月２８日
５２年１１月３０日

指定解除
第１回６２年６月９日
第２回３年６月１８日
第３回６年４月２５日
第４回９年８月１１日
第５回１２年８月１１日
第６回１５年７月３０日
第７回１８年８月１８日
第８回２１年８月３日

カドミウム

６．５１４．６ １４．６― ― ― ― ― ― ― ２１．１旧富山市
左
岸
地
域神

通
川
流
域

１０４．４８０７．６５１．６６９．８１８４．４１９２．２１２３．８１３０．９４２．４１２．５９１２．０旧婦中町

０．３８５．００．１― ― ― ― ８０．７４．２― ８５．３旧八尾町

１１１．２９０７．２６６．３６９．８１８４．４１９２．２１２３．８２１１．６４６．６１２．５１，０１８．４小 計

１５．５４２２．１６７．３６１．３７３．５１２．０２３．６１．０１２９．２５４．２４３７．６旧富山市右
岸
地
域

０．９４３．７０．１― ０．１―　０．４０．５１４．１２８．５４４．６旧大沢野町

１６．４４６５．８６７．４６１．３７３．６１２．０２４．０１．５１４３．３８２．７４８２．２小 計

１２７．６１，３７３．０１３３．７１３１．１２５８．０２０４．２１４７．８２１３．１１８９．９９５．２１，５００．６計

指定　　４８年８月９日
区域変更４９年１１月２８日
指定解除
第１回１２年８月１１日

カドミウム６８．５６１．０― ― ― ― ― ― ― ６１．０１２９．５黒 部 市
黒
部
地
域

（単位：ha）　表１‐１３　農用地土壌汚染対策地域の指定及び解除の状況



３３

第
２
第
２
節節

安
全
で
健
康
な
生
活
環
境
の
確
保

　図１‐１０　農用地土壌汚染対策地域
　　　敢　神通川流域 　　　柑　黒 部 地 域

＊地盤変動量調査　…　地盤の変動状況を把握するため、土地の高さの変化を精密に測量する調査です。

施行されています。
　　　土壌汚染対策法では、有害物質使用
特定施設の廃止時等に、土地所有者等
による土壌汚染状況調査の実施を義務
づけており、その結果、指定基準に適
合しない汚染が判明した場合は、区域
指定することとされており、本県では
３か所が形質変更時要届出区域に指定
されています。

　ウ　地下水の状況
　　　県内における地下水位は、近年、全
体的に見て大幅な変動はなく、おおむ
ね横ばいで推移しています。しかしな
がら、市街地等の一部地域では、道路や
建築物の消雪設備の一斉稼働により冬
期間に地下水位の低下がみられました。

　　　地下水の塩水化は、主として富山新
港を中心とした海岸部と小矢部川の河
口付近にみられ、近年、その範囲に大

きな変化はみられません。
　　　地下水位の観測地点は図１‐１１、地下
水位の推移は図１‐１２のとおりです。

　　　一方、地盤沈下については、２２年度
に富山地域及び高岡・射水地域の海岸
部や平野部において、地盤変動量調査＊

を実施したところ、富山地域の一部に
比較的沈下量の多い地点がみられたも
のの、国が地盤沈下地域として公表し
ている基準（２０mm／年以上）を超え
る地点がなかったことから、著しい地
盤沈下は生じていないものと考えられ
ます。

柑　土壌環境と地下水の保全対策
　ア　農用地の土壌環境保全対策
　　ア　神通川流域
　　　　神通川流域では、４６年に「農用地

の土壌の汚染防止等に関する法律」
が施行されたことに伴い、同年農用
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　図１‐１１　地下水位の観測地点

地におけるカドミウム汚染調査を開
始しました。

　　　　４６～５１年度の６年間にわたって、
両岸の農用地約３，１３０haを対象に、
玄米２，５７０点、土壌１，６６７点について
調査した結果、表１‐１５のとおり、カ
ドミウムによる玄米及び土壌の汚染
が確認されました。

　　　　このうち、玄米中のカドミウム濃

度が１．０ppm以上の汚染米が検出さ
れた地点は２３０地点で、汚染米発生地
域の面積は約５００haとなっていま
す。

　　　　また、この調査結果に基づき、汚
染米発生地域とその近傍地域のうち
汚染米が発生するおそれがある地域
を合わせた１，５００．６haを農用地土
壌汚染対策地域（以下「対策地域」

　表１‐１６　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）
土　　　壌　　　中（ppm）

玄　米　中（ppm）
区　　分

次　　層　　土作　　　　　土
平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数
０．７０３０４１．１２５４４０．９９５４４

　表１‐１５　玄米及び土壌中カドミウム濃度（神通川流域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１１１８５０．５０未満６２１，５８９０．４０未満
４４７２５０．５０～０．９９２９７５１０．４０～０．９９
３０５００１．００～１．９９８１９８１．００～１．９９
１５２５７２．００以上１３２２．００以上
１００１，６６７計１００２，５７０計

（４６～５１年度調査）
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　図１‐１２　地下水位の推移
　　　敢　高岡・砺波地域

　　　柑　富山地域
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という。）として指定しました。対策
地域内の汚染状況は、表１‐１６のとお
りでした。

　　　　神通川流域の対策地域面積は
１，５００．６haと広大な地域に及ぶこ
とから、対策計画を上流部から順次
分割して策定し、「農用地の土壌の汚
染防止等に関する法律」に基づき、
第１次地区の９６．４haについては５５
年２月、第２次地区の４５０．５haにつ
いては５９年１月（３年９月に変更）、
残る第３次地区の９５３．７haについ
ては４年２月（１５年６月に変更）に、
それぞれ対策計画を策定しました。
対策計画に係る事業費は、第１次地
区が１，７８３，０００千円、第２次地区が
１０，９４０，０００千円（３年９月の変更後
は９，０５４，８６５千 円）、３ 次 地 区 が
１９，２９１，９００千円（１５年６月の変更後
は２４，２３２，０００千円）であり、第１～３
次地区に係る公害防止事業費事業者
負担法に基づく費用負担計画により
負担がなされています。対策計画が
策定されると、土地改良法等に基づ
き公害防除特別土地改良事業（以下
「公特事業」という。）が実施される
ことになり、第１次地区については、
５５年１０月に公特事業として事業計画
が確定し、５８年度に面工事が完成、
第２次地区については、５９年６月に
事業計画が確定し、４年度に面工事
が完成、第３次地区については、４
年９月に事業計画が確定し、１０月か
ら工事に着手しています。また、１８

年からは市街化区域内に残っている
汚染農用地の土壌復元にも取り組ん
できました。なお、公特事業は２３年
度をもって完了します。

　　　　土壌復元工事が実施された結果、
第１次地区及び第２次地区では、全
面積において作付が可能となり、第
３次地区についても、２３年度に作付
可能な客土水田面積は３７７haとな
っています。また、２２年度に作付し
た第３次地区の客土水田（７．９ha）
においてカドミウム濃度調査を実施
したところ、玄米中カドミウム濃度
は０．０４ppm、土壌中カドミウム濃度
は０．０５ppmでした。

　　イ　黒部地域
　　　　黒部地域では、４５年に黒部市の旧

日本鉱業㈱三日市製錬所周辺地域の
農用地が、カドミウム環境汚染要観
察地域に指定されました。このため、
４６～４８年度の３年間にわたって同工
場周辺の農用地約２５０haを対象に、
玄米３１６点、土壌（作土）２２５点につ
いてカドミウム濃度を調査した結果、
表１‐１７のとおり、カドミウムによる
玄米及び土壌の汚染が確認されまし
た。

　　　　玄米中カドミウム濃度が１．０ppm
以上の汚染米が検出された地点は７
地点で、汚染米発生地域の面積は約
８haとなっています。

　　　　この調査結果に基づき汚染米発生
地域と近傍地域をあわせた１２９．５ha
を対策地域として指定しました。対

　表１‐１７　玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）

比　率
（％）点　数土壌中カドミウ

ム濃度（ppm）
比　率
（％）点　数玄米中カドミウ

ム濃度（ppm）

１３２９２．００未満２６８００．４０未満

５８１３０２．００～５．９９７２２２９０．４０～０．９９

２０４５６．００～９．９９２７１．００～１．９９

９２１１０．００以上００２．００以上

１００２２５計１００３１６計

（４６～４８年度調査）
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策地域内の玄米及び土壌の汚染状況
は、表１‐１８のとおりでした。

　　　　黒部地域の対策地域面積は
１２９．５haで、当該地域については、
「農用地の土壌の汚染防止等に関す
る法律」に基づき、３年１１月（８年
９月、２０年３月に変更）に対策計画
を策定しました。対策計画に係る事
業費は、２，９３６，０００千円（変更後は
４，００５，７００千円、５，３０７，９２７千円）であ
り、対策地域に係る公害防止事業費
事業者負担法に基づく費用負担計画
によって費用負担がなされています。

　　　　また、公特事業については、４年
１月に県営公特事業として事業計画
が確定したため、２月から工事に着
手し、９年度には農業振興地域内の
土壌復元が完了しました。２０年度か
らは黒部市用途地域内に残っている
汚染農用地の土壌復元に着手してい
ます。土壌復元工事が実施された結
果、用途地域内において２３年度に作
付可能な客土水田面積は０．９haと
なりました。

　　ウ　産米流通対策地域
　　　　農用地土壌汚染対策地域周辺に位

置する地域で、玄米中カドミウム濃
度が０．４ppm以上１．０ppm未満の米
が産出された地域を産米流通対策地
域とし、神通川流域では９年２月に、
黒部地域では９年１１月に対策計画を
策定し、復元事業に着手しています。

　　　なお、神通川流域は２３年度をもって
完了し、黒部地域は２６年度の完了を
予定しています。

　イ　市街地等の土壌環境保全対策
　　ア　要措置区域等の指定・解除

　　　　高岡市内の工場跡地について、土
地所有者による対策が完了したこと
から、２２年１２月に土壌汚染対策法に
基づく形質変更時要届出区域の指定
を解除しました。　　

　　イ　一定の規模以上の土地の形質変更
　　　　２２年度における３，０００ｍ２以上の土

地の形質変更の届出件数は８６件であ
り、いずれも調査命令は発令されま
せんでした。

　　ウ　法の周知等
　　　　法の確実な運用を図るため、事業

者等に対する文書通知や説明会の開
催等により、制度の周知を図ってき
たほか、工場・事業所からの土壌汚
染に関する相談に対しては、対策の
指導・助言や必要に応じて周辺地下
水の汚染状況などの確認調査を実施
しています。

　　　　さらに、土壌汚染の可能性の高い
土地を把握するための情報や汚染原
因の特定のための情報等の土壌汚染
に関する情報を管理・活用するため
の土壌汚染リスク情報管理システム
により、法の円滑な運用を図ってい
ます。

　ウ　射撃場における鉛汚染対策
　　　１３年度に福光射撃場内の土壌から環
境基準を超える鉛が検出されたため、
射撃場の一時閉鎖を行い、学識経験者
や関係者で構成するプロジェクトチー
ムを設置し、射撃場における環境保全
対策に取り組みました。

　　　同プロジェクトチームでの検討結果
を踏まえ、１４年度から１６年度にかけて
場内の汚染土壌を掘削し、１９年度から
２１年度まで汚染土壌の搬出処理を行い

土　　　壌　　　中（ppm）
玄　米　中（ppm）

区　　分
次　　層　　土作　　　　　土

平　　均点　　数平　　均点　　数平　　均点　　数

０．８５１９７．５７４４０．７９４４

　表１‐１８　対策地域内玄米及び土壌中カドミウム濃度（黒部地域）
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ました。
　　　また１３年度より、射撃場下流域での
水質調査及び下流集落での井戸水調査
を継続的に実施しており、地下水等へ
の影響がないことを確認しています。

　エ　地下水の保全対策
　　ア　地下水条例による規制
　　　　地下水については、地下水の採取

に関する条例（５１年制定。以下「地
下水条例」という。）に基づき、地盤
沈下や塩水化等の地下水障害を防止

するため、地域を指定して地下水の
採取を規制しています。

　　　　地下水条例の概要は、以下のとお
りです。

　　　ａ　指定地域
　　　　　地下水採取に伴う障害が生じ、

又は生ずるおそれのある地域を規
制地域に、また水文地質上、規制
地域と関連する周辺の地域を観察
地域として表１‐１９及び図１‐１３の
とおり指定しています。 

　図１‐１３　条例に基づく取水基準適用区域

採取する地下水
の量（弱／日）

揚水機の吐出口
の断面積（酌）

項　　　　目
区　　　　分

１，０００　以　下２００　以　下５２年３月１日までに設置された揚水設備既
設

　８００　以　下１５０　以　下５２年３月２日以降に設置された揚水設備新
設

　表１‐２０　取水基準

　表１‐１９　地下水条例指定地域
高　岡　地　域富　山　地　域区　　　分

高岡市及び射水市の一部富山市の一部規 制 地 域

高岡市、砺波市及び射水市の一部富山市、上市町及び立山町の一
部、舟橋村の全部観 察 地 域
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　　　ｂ　規制対象揚水設備
　　　　　動力を用いて地下水を採取する

ための設備で、揚水機の吐出口の
断面積が２１㎝２を超えるもの（ただ
し、温泉や可燃性ガスの採掘に伴
う揚水設備及び河川区域内の揚水
設備は除く。）を規制対象としてい
ます。

　　　ｃ　取水基準
　　　　　規制地域内の工業用や建築物用

の対象揚水設備についての取水基

準は、５２年３月１日から表１‐２０の
とおり適用されています。

　　　ｄ　揚水設備の届出状況
　　　　　条例に基づく届出状況は、事業

場数が３，０８３、揚水設備数が３，９４０
となっています。

　　　　　用途別では、道路等消雪用が最
も多く１，３２８事業場１，５７６設備であ
り、次いで建築物用が１，１９４事業場
１，４１４設備、工業用が４３９事業場７８９
設備となっており、近年、道路等

　図１‐１４　地下水条例指定地域の揚水設備の推移

　図１‐１５　地下水条例指定地域の採取量（２２年度）

注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
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消雪用の設備が増加しています。
地下水条例指定地域の揚水設備の
推移は、図１‐１４のとおりです。

　　　ｅ　地下水採取状況
　　　　　条例に基づき報告された２２年度

の年間地下水採取量は、１３０．２百万
ｍ３/年となっています。用途別で
は、図１‐１５のとおり、工業用が
６０．８百万ｍ３/年と最も多く、全体
の約５割を占めており、次いで道
路等消雪用の３０．８百万ｍ３/年、水
道用の１８．８百万ｍ３/年となって
います。

　　イ　地下水指針の推進
　　　　県民共有の財産である地下水を保

全し、適正に利用していくために、
地下水指針（４年５月策定、１８年３
月改定）を策定し、県民、事業者の
協力のもと、各種の地下水保全・適
正利用施策を推進しています。

　　　　地下水指針の概要は、表１‐２１のと
おりです。

　　ウ　観測体制の整備
　　　　地下水の状況を把握するため、地

下水位及び塩水化の監視測定を実施
するとともに適正揚水量等の調査を
実施しています。本県における地下
水位の観測体制は、３４年度に高岡市
二塚及び富山市山室に観測井を設置
して以来、逐次増設され、現在、氷
見地域２井、高岡・砺波地域１１井、
富山地域７井、魚津・滑川地域４井、
黒部地域９井の合計３３観測井となっ
ています。

　　エ　監視指導
　　　　地下水条例の対象となる２４工場・

事業場を立入検査し、取水基準の遵
守状況及び揚水記録等設備の維持管
理状況を調査するとともに、技術指
導を行いました。

「豊かで清らかな地下水の確保」を目指し、「地下水の採取に伴う地下水障害
を防ぐ（地下水の保全）」とともに、「地下水涵養により健全な水環境を確保
する（地下水の創水）」

目　 　 標

①県下平野部の１７地下水区毎に設定した適正揚水量を、実際の地下水揚水量
が上回らないこと。（適正揚水量は図１‐１６）

②基幹観測井において、一時的にも、地下水位が安全水位を下回らないこと。
（安全水位は表１‐２２）

③地下水の創水という新たな目標に対して、指標の設定を検討します。

指 標

特に期間は定めていませんが、おおむね５年を目途に、地下水を取り巻く状
況の変化や県民の意識を踏まえ、見直しを検討することとします。期　 　 間

地下水の賦存する平野部の地域（ただし、地下水涵養に関する取組みは県下
全域）対 象 地 域

①地下水条例による規制
②開発事業における配慮
③地下水の節水・利用の合理化
④冬期間の地下水位低下対策
⑤地下水障害等の監視体制の整備
⑥水循環系の健全性の確保
⑦地下水の涵養
⑧調査・研究の推進
⑨事業者における自主的対策の推進
⑩地下水の保全と創水にかかる意識の高揚

地下水の保全と
創水に向けた
取 組 み

関係団体及び行政からなる「地下水保全・適正利用推進会議」を設置し、指
針を効果的に推進します。推 進 体 制

　表１‐２１　地下水指針の概要
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　図１‐１６　地下水区における適正揚水量

安　全　水　位観　測　井　名地　域　名

地表面下　　　９．９８ｍ奥田北観測井（富山市）
富 山 地 域

地表面下　　１２．１５ｍ蓮町観測井（富山市）

地表面下　　　８．８６ｍ作道観測井（射水市）
高岡・射水地域

地表面下　　１０．８２ｍ能町観測井（高岡市）

　表１‐２２　基幹観測井と安全水位

注　安全水位とは、冬期間の地下水位低下時においても１㎝以上の地盤沈下や地下水の塩
水化による地下水障害が生じないことが確認された地下水位です。
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　　オ　地下水揚水量実態調査の実施
　　　　地下水の保全と適正利用の推進に

資するため、県下平野部全域におけ
る地下水揚水量実態調査を行いまし
た。

　　　　その調査結果は、表１‐２３のとおり、
１５年度における揚水量の合計は
２４８．９百万ｍ３/年と平野部全域の適

正揚水量の合計５０２．６百万ｍ３/年を
下回っていました。また、地下水区
別でも、１７の地下水区すべてにおい
て適正揚水量を下回っていました。

　　　　１０年度に実施した実態調査の結果
と比較すると、黒部地域の扇頂部・
扇央部、市街地部、小川右岸部及び
富山地域の扇頂部・扇央部の４地下

　表１‐２３　地下水区別揚水量［（　）内は１０年度の揚水量］

合　 計小川右岸部海 岸 部市街地部扇 端 部扇頂部・扇央部地 下 水 区
４３．１　

（　４４．６）
　５．１　

（　１．４）
１９．０　

（　２４．７）
３．８　

（　　３．４）
１１．９　

（　１２．４）
３．２　

（　　２．８）１５年度揚水量

１４６．７　１０．２　５８．５　　１７．７　４３．６　１６．７　適正揚水量

　ａ　黒部地域 （単位：百万ｍ３／年）

合　 計滑川地区魚津地区地 下 水 区
３６．４　

（　４３．０）
１１．５　

（　１３．５）
２５．０　

（　２９．５）１５年度揚水量

　５８．０　２４．０３４．０適正揚水量

　ｂ　魚津・滑川地域 （単位：百万ｍ３／年）

合　 計海 岸 部市街地部扇 端 部扇頂部・扇央部地 下 水 区
　９９．２　
（１１４．３）

　１６．７　
（　１８．８）

　２３．９　
（　３６．６）

　１１．５　
（　１２．９）

　４７．１　
（　４６．１）１５年度揚水量

１６１．０　１９．８　５６．１　３０．９　５４．２適正揚水量

　ｃ　富山地域 （単位：百万ｍ３／年）

合　 計海 岸 部市街地部扇 端 部扇 央 部扇 頂 部地 下 水 区
６８．４　

（　８４．２）
　７．１　

（　８．０）
　７．６　

（　１１．９）
１２．５　

（　１９．９）
３８．５　

（　４１．７）
２．６　

（　２．７）１５年度揚水量

１３１．１　１２．４　３０．４　２８．４　５５．７４．２適正揚水量

　ｄ　高岡・砺波地域 （単位：百万ｍ３／年）

氷見地区地 下 水 区
１．８　

（　　２．６）１５年度揚水量

　５．８適正揚水量

　ｅ　氷見地域 （単位：百万ｍ３／年）

２４８．９　
（２８８．７）１５年度揚水量

５０２．６適正揚水量

　ｆ　５地域合計 （単位：百万ｍ３／年）
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水区で揚水量が増加しており、残り
の１３地下水区で揚水量が減少してい
ました。

　　カ　冬期間における地下水位低下対策
　　　ａ　基幹観測井のテレメータ化
　　　　　冬期間の地下水位低下を常時監

視するため、基幹観測井４井へ電
話回線等を利用したテレメータシ
ステムを導入し、インターネット
によりその情報を県民・事業者等
に提供しています。

　　　ｂ　冬期間の地下水位低下対策の普
及啓発等

　　　　　消雪設備の設置者に対し、１３年
１２月に作成した「消雪設備維持管
理マニュアル」に基づき、交互散
水方式等の節水型消雪方式の採用
や降雪感知器の適正な維持管理等
について指導するとともに、節水
に関する啓発リーフレット（２種
類）の作成や条例に基づく立入検
査を拡充して実施するなど節水意
識の啓発に努めました。

　　　　　また、国・県及び市の関係機関
で構成するワーキンググループに
おいて、引き続き冬期間における
地下水位低下対策の検討を行いま
した。

　　キ　地盤変動量調査
　　　ａ　調査の趣旨
　　　　　消雪設備は、高齢化の進展や住

民ニーズの高まりにより、年々増
加しています。

　　　　　近年の大雪時にはこれらの設備
が一斉に稼働し、市街地等の一部
では一時的に大幅な地下水位の低
下が見られます。

　　　　　このことから、粘土層が広く分
布し、地下水の多量の揚水によっ
て地盤沈下の発生が懸念される地
域において、地盤沈下の発生状況
を把握するため、標記調査を実施
しました。

　　　ｂ　調査の概要
　　　　ａ　調査対象地域

　　　　　　富山市、高岡市及び射水市の
海岸平野部（測量延長　約
１５３km、水準点数　７３）

　　　　ｂ　調査方法
　　　　　　水準点の標高を測量し、前回

調査時の標高との差を計測
　　　ｃ　調査結果
　　　　　７３の水準点のうち、年間１mm

を超える沈下が見られた地点は１３
地点であり、１６～２２年度まで６年
間の沈下量は、最大で富山市奥井
町の２０mm（年間沈下量３．３mm）、
次いで富山市鍋田の１４mm（同
２．３mm）でした。

　　　　　地盤沈下に係る環境基準は設定
されていませんが、国が地盤沈下
地域として公表している基準（年
間沈下量２０mm以上）を超える地
点がなかったことから、著しい地
盤沈下は生じていないものと考え
らえますが、富山市の一部などで
比較的沈下量の多い地点がみられ
たことから、今後も各種の地下水
保全施策を推進するほか、定期的
に地盤沈下を監視していくことに
しています。

　　　　　各水準点における６年間の変動
量は、図１‐１７です。

　　ク　地下水涵養等の普及
　　　　各種会議や講習会等の機会を捉え

て、市町村や企業、関係団体等に対
し、水田等を利用した地下水涵養や
自噴井戸の節水対策についての普及
啓発を行いました。

　
桓　環境基本計画に掲げる目標
　　環境基本計画では、健やかで豊かな生
活を支える土壌環境と地下水の確保につ
いて、「安全な生活を支える土壌と優良な
農地、豊かで清らかな地下水」を実現す
ることを目標としています。

　　具体的には、土壌汚染物質濃度につい
ては、環境基準を達成維持することとし
ています。また、カドミウムによる農用
地土壌汚染対策地域の復元を進めるとと
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もに、地下水の採取に伴う地下水障害地
域の拡大を防ぐこととしています。

　図１‐１７　地盤変動量分布（１６～２２年）
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４　騒音、振動のないやすらかな環境の実現

敢　騒音、振動の状況
　　騒音による生活環境への影響の指標と
して、環境基準が定められ、県及び市町
により、環境の監視が行われています。
　　騒音に係る環境基準の達成状況は、道
路に面する地域以外の地域（一般地域）
の環境騒音については７２％で、道路に面
する地域における自動車騒音については
９８％となっています。また、航空機騒音
については、環境基準を達成しています。
　　振動については、道路に面する地域で
測定が行われており、公安委員会への要
請限度＊と比較して極めて低い値となっ
ています。

柑　騒音、振動の防止
　ア　騒音の防止対策
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　騒音規制法は、規制地域において、

敷地境界での工場騒音、特定建設作
業騒音及び自動車騒音を規制するこ
とにより、騒音の防止を図っていま
す。

　　　　規制地域は、１０市４町のうち、都
市計画法に基づく用途地域の定めら
れている地域であり、工場騒音は、
金属加工機械、織機等３１種類の施設、
特定建設作業騒音は、くい打機を使
用する作業等８種類の作業について、
区域及び時間帯ごとに規制基準が定
められています。

　　　　２２年度末の特定施設の届出状況は、
１，６２７工場・事業場、１８，５１５施設とな
っています。

　　　　また、自動車騒音は、定常走行時及
び加速走行時について許容限度を定
め規制されているほか、公安委員会
への要請限度等が定められています。

　　　　さらに、公害防止条例では、法の
指定地域以外の地域及び規制対象外
の施設を対象として、県下全域にわ
たって規制を行っています。規制基
準は、法に準じて、区域及び時間帯
ごとに定められています。

　　イ　監視指導
　　　　騒音による生活環境への影響を防

止するため、各市町では、工場・事業
場等の監視を実施するとともに、必
要に応じて施設の改善や維持管理の
徹底等について指導を行っています。

　　　　騒音規制法及び公害防止条例の対
象工場・事業場等について、６市町
が６０工場・事業場の立入検査を実施
し、規制基準の適合状況及び対象施
設の維持管理状況を調査するととも
に技術指導を行いました。

　　ウ　騒音の各種調査
　　　　一般地域の環境騒音については、

道路に面する地域以外の地域におい
て７市町が実態を調査しました。こ
のうち、昼間及び夜間とも測定が実
施された５０地点における環境基準の
達成状況は、表１‐２４のとおり、昼間
及び夜間とも達成している地点は３６
地点（７２％）であり、昼間、夜間の
いずれかにおいて達成している地点
は、１０地点（２０％）でした。

　　　　また、自動車騒音については、道
路に面する地域において県及び８市
町が９０地点で実態を調査しました。
このうち、環境基準を超過する住居
等の戸数及び超過する割合について
評価（面的評価）を行っている地点
の環境基準の達成状況は、表１‐２５の
とおり、達成戸数は４，１９９戸数中
４，１２５戸数（９８％）でした。

＊要請限度　…　騒音規制法又は振動規制法に基づき、自動車騒音又は道路交通振動により道路周辺の生活環境が著し
く損なわれるとして、市町村長が公安委員会に対し、道路交通法の規定による自動車の通行禁止、最高速度の制限
等の交通規制等の措置を要請する基準です。
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　　エ　その他の対策
　　　　高度道路交通システムの整備や道

路構造の改善等により、交通流の円
滑化、交通渋滞の解消等を促進し、
自動車騒音の防止を図っています。

　イ　振動の防止対策
　　ア　法令等に基づく規制の概要
　　　　振動規制法では、規制地域におい

て、敷地境界での工場振動、特定建
設作業振動及び道路交通振動を規制
することにより、振動の防止を図っ
ています。

　　　　規制地域は、１０市４町のうち、都
市計画法に基づく用途地域の定めら
れている地域であり、工場振動は、
金属加工機械、織機等２０種類の施設、
特定建設作業振動は、くい打機を使
用する作業等６種類の作業について、

自動車騒音の調査

　　　　また、県では、航空機騒音に係る
環境基準の達成状況を把握するため、
四季ごとに１回（７日間）４地点で
調査を実施しました。その結果、す
べての地点において環境基準を達成
していました。航空機騒音の年度別
推移は表１‐２６のとおりです。

注　環境基準達成率は、当該地域内の全ての住居等のうち環境基準に適合している戸数の
割合を把握して面的評価したものです。

　表１‐２５　自動車騒音の環境基準達成状況（２２年度）

環境基準達成率（％）達成戸数達成区間数評価対象
戸　　数

評　価
区間数

道　路　種　別
（道路に面する地域）

１００５６１５６１国　　　　　道
９８４，０６９８４，１４３１３県　　　　　道
９８４，１２５９４，１９９１４計

２２年度２１年度２０年度１９年度１８年度調査地点名
６９６９７０６９６９富 山 市 萩 原
６９６８６９６８６８富 山 市 塚 原
６６６７６６６７６７富 山 市 新 保
６９６９７０７２７１富山市婦中町萩島

７５以下（類型Ⅱ）環 境 基 準

　表１‐２６　航空機騒音の年度別推移 （単位：WECPNL）

一部達成（％）全部達成（％）測定地点数区　　　　　　　　分
１０（２０）３６（７２）５０道路に面する地域以外の地域

　表１‐２４　一般地域の環境騒音の環境基準達成率（２２年度）
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区域及び時間帯ごとに規制基準が定
められています。

　　　　２２年度末の特定施設の届出状況は、
８８９工場・事業場、９，０２５施設となっ
ています。

　　　　また、道路交通振動については、
公安委員会への要請限度等が定めら
れています。

　　イ　監視指導
　　　　振動による生活環境への影響を防

止するため、各市町では、工場・事業
場等の監視を実施するとともに、必
要に応じて施設の改善や維持管理の
徹底等について指導を行っています。

　　　　振動規制法の対象工場・事業場等
については、３市町が１９工場・事業
場の立入検査を実施し、規制基準の
適合状況及び対象施設の維持管理状
況を調査するとともに技術指導を行
いました。

　　　　また、道路交通振動については、
７市町が６２地点において調査を実施
したところ、いずれの地域において
も、道路交通振動に係る公安委員会
への要請限度と比較して極めて低い

値でした。
　　ウ　その他の対策
　　　　騒音の防止対策と同様、高度道路

交通システムの整備や道路構造の改
善等により、交通流の円滑化、交通
渋滞の解消等を促進し、道路交通振
動の防止を図っています。

桓　環境基本計画に掲げる目標
　　環境基本計画では、騒音、振動のない
やすらかな環境の実現について、「騒音、
振動のない静かな環境」を実現すること
を目標としています。

　　具体的には、騒音レベルについては、
公安委員会への要請限度以下になるよう
にするとともに、環境基準を達成維持し
ます。また、振動レベルについては、公
安委員会への要請限度を十分下回るよう
にするとともに、日常生活において感知
しないレベルを達成維持することとして
います。

　　環境基本計画に掲げる騒音、振動のな
いやすらかな環境の実現に係る指標の達
成状況は、表１‐２７のとおりです。

　表１‐２７　騒音、振動のないやすらかな環境の実現に係る指標の達成状況と主な取組みの効果
１　指標の達成状況

目　　標現　　状
単位指 標 の 説 明指 標 の 名 称

値年度値年度

１００２２７２２２％達成地点数／測定地点数一般環境騒音環境基
準の達成率

１００２２９８２２％面的評価
達成地点数／測定地点数

自動車騒音環境基準
の達成率

２　主な取組みの効果
効　　果取組み

道路交通システムの整備や道路構造の改善など、交通流の円滑化や分散
化により、自動車交通騒音の低減を促進

【環境基準が概ね９０％以上を維持】

交通流の円滑化など
による自動車交通騒
音の改善



４８

５　化学物質による環境リスクの低減

敢　化学物質による環境リスクの状況
　　有害性が指摘されている化学物質につ
いては、近年、法令による規制が進み、
環境リスク（環境の保全上の支障を生じ
させる可能性）の低減が図られています
が、使用や排出の実態、環境濃度等の知
見が不足しており、今後、実態の把握に
努めることが必要となっています。この
ため、国では、１１年７月に、多数の化学
物質に係る環境リスクを適切に管理する
ことを目的として「特定化学物質の環境
への排出量の把握等及び管理の改善の促
進に関する法律」（以下「化学物質排出把
握管理促進法」という。）を制定し、１３年
４月からPRTR制度＊が運用されていま
す。
　　化学物質による環境汚染については、
大気汚染防止法やダイオキシン類対策特
別措置法などに基づき対策を推進してお
り、特に環境基準が設定されたベンゼン
やダイオキシン類などについては、環境
濃度や排出状況等の把握に努めています。
　　また、工場・事業場における化学物質
の適正管理の徹底を指導するとともに、
地下水や土壌の汚染がみられる場合には、
地下水の浄化や汚染土壌の除去等の措置
を講ずるなど、汚染の拡大や健康被害の
防止を図っています。
　　さらに、人や野生生物の内分泌作用を
かく乱し、生殖機能障害等を引き起こす
可能性が指摘されている内分泌かく乱化
学物質については、主要河川で調査を行
い、実態の把握に努めています。
　　一方、ゴルフ場における農薬の管理に
ついては、２年４月に定めた「ゴルフ場
農薬安全使用指導要綱」に基づき、県内
のすべてのゴルフ場で魚類を用いた水質
の常時監視が行われており、排水の自主
測定の結果も環境省の暫定指導指針値及

び要綱の指導値を満たしています。
　　また、農業分野においては、環境にや
さしい農業の推進のため「とやまエコ農
業推進方針」を策定し、化学肥料や農薬
の使用削減、有機物資源の有効活用等、
環境への負荷の少ない農業の重要性を啓
発する運動を展開しています。

　　さらに、「持続性の高い農業生産方式の
導入の促進に関する法律」に基づき、た
い肥等を活用した土づくりと化学肥料・
農薬の使用の低減を一体的に行う持続性
の高い農業生産方式を周知徹底するとと
もに、これを実践する生産者（エコファ
ーマー）を育成するため、積極的な啓発
活動を展開しています。

柑　化学物質による環境リスク防止対策
　ア　PRTR制度の運用
　　ア　PRTRデータの集計公表
　　　　化学物質排出把握管理促進法に基

づくPRTRデータの第９回集計結
果（２１年度実績）が、国から２３年２
月２４日に公表され、県も併せて公表
を行いました。

　　　　本県の届出数は５５６件で、その内訳
は表１‐２８のとおり、電子媒体での届
出が５２．９％を占めており、全国平均
の５１．４％を上回っていました。また、
図１‐１８のとおり、電子媒体での届出
の割合が増加しています。

　　　　届出のあった本県の化学物質の排
出・移動量の合計は６，５４１ｔであり、
全国の１．９％を占めていました。その
内訳は、表１‐２９のとおり、大気、水
域への排出量が１，８８８ｔ（２８．９％）、
廃棄物等への移動量は４，６５４ｔ
（７１．２％）であり、全国と比較する
と、廃棄物への移動量の占める割合
が大きいという特徴がみられました。

＊ＰＲＴＲ制度 … ＰＲＴＲとはPollutant Release and Transfer Registerの略称で、環境汚染物質排出・移動
登録という意味です。有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出され
たか、あるいは廃棄物に含まれて事業所の外に運びだされたかというデータを把握し、集計し、公表する仕組みで
す。
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また、排出・移動量の推移は図１‐１９
のとおり、２０年度と比較すると、環
境への排出量、廃棄物としての移動
量ともに減少したため、全体として
は４３９ｔ減少しました。

　　　　届出排出量の内訳を物質別にみる

と、表１‐３０のとおり、全国と同様に
合成原料や溶剤として幅広く使用さ
れているトルエン（６６７ｔ）、キシレ
ン（２６８ｔ）、金属洗浄などに使用さ
れるジクロロメタン（塩化メチレン）
（３４３ｔ）が大きな割合を占めていま

全　　　　　国富　　山　　県届　　出　　媒　　体
１８，５６３（４８．７）２６２（４７．１）紙　　　　面
　　６７１（　１．８）　　９（　１．６）磁 気 デ ィ ス ク

電 子 媒 体
１８，９０７（４９．６）２８５（５１．３）電子情報処理組織
３８，１４１（　１００）５５６（　１００）計

注　（　）内は届出数の割合（％）です。

　表１‐２８　届出状況（２１年度）

　図１‐１８　届出数の経年変化

注１　（　）内は届出排出・移動量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　出　・　移　動　量（ｔ）
区　　　　分

全　　　国富　山　県
１５５，９０７（４４．２）１，６９４（２５．９）大 気

排
　
出
　
量

　８，６１５（　２．４）　１９３（　３．０）水 域
　　４６３（　０．１）―　（　―　）　 　土 壌
　１１，１２６（　３．２）―　（　―　）　 　埋 立
１７６，１１０（５０．０）１，８８８（２８．９）小 計
１７４，８２４（４９．６）４，６５２（７１．１）廃 棄 物

移
動
量

　１，４２１（　０．４）２　（　０．１）　 　下 水 道
１７６，２４４（５０．０）４，６５４（７１．２）小 計
３５２，３５４（　１００）６，５４１（　１００）合　　計（ｔ）

　表１‐２９　排出・移動量集計結果（２１年度）
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した。
　　　　なお、届出排出量と届出外排出量

（小規模事業所、田、家庭、自動車

等からの排出量を国が推計）を合計
した総排出量は、表１‐３１のとおり、
５，１１４ｔと全国の１．２％を占めており、

　図１‐１９　排出・移動量の経年変化

　表１‐３０　物質別届出排出量（２１年度）

注１　（　）内は届出排出量の割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。

排　　　出　　　量（ｔ／年）
物　　　　　　　質

全　　　国富　山　県
７１，１４６（　４０．４）６６７（　３５．３）ト　ル　エ　ン
３２，５０７（　１８．５）２６８（　１４．２）キ　シ　レ　ン
１３，４７４（　７．７）３４３（　１８．２）ジクロロメタン（塩化メチレン）
５８，９８３（　３３．５）６１０（　３２．３）そ　　の　　他
１７６，１１０（１００　）１，８８８（１００　）合　　　　　　計

排 出 量
合 計

届　　出　　外　　排　　出　　量（ｔ／年）届 出
排 出 量
（ｔ／年） 合 計家 庭移 動 体非 対 象

業 種対象業種

５，１１４　
（１．２）

３，２２７　
（１．２）

５２０　
（０．９７）

８１６
（０．９７）

１，４８９　
（１．７）

４０２　
（１．０）

１，８８８　
（１．１）富 山 県

４４１，０１３　２６４，９０３　５３，３３５　８３，８２０　８７，３５７　４０，３９１　１７６，１１０　全 国

　表１‐３１　届出排出量及び届出外排出量（２１年度）

注１　（　）内は全国での富山県の占める割合（％）です。
　２　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
　３　届出外排出量は、現在、手法が改善されているところであり、手法が安定するまでは単純に推計

値を比較することはできません。

　　　　　注　四捨五入により、合計が一致しない場合があります。
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全国順位は３６位でした。
　　イ　事業者による化学物質管理計画の

策定の推進
　　　　管理計画の策定例をホームページ

に業種別で示すとともに、化学物質
管理計画の策定状況に関する実態調
査結果を踏まえ、管理計画の策定を
促進するための方策を検討しました。

　イ　ダイオキシン類への対応
　　ア　ダイオキシン類対策特別措置法に

基づく規制の概要
　　　　ダイオキシン類対策特別措置法で

は、ダイオキシン類による環境の汚
染の防止及びその除去等を図るため、
工場・事業場から排出される排出ガ
スや排出水について、排出基準を設
定し、規制を行っています。また、
規制の対象となる特定施設を設置す
る工場・事業場に対しては、毎年１
回以上のダイオキシン類の測定及び
その結果を知事（富山市の工場・事
業場にあっては、市長）へ報告する
ことを義務付けています。

　　　　現在、政令で廃棄物焼却炉等２４種
類の施設が特定施設に指定されてお

り、２２年度末の特定施設の届出状況
は、総施設数が２４５施設（１６０工場・
事業場）となっています。種類別に
みると、大気基準適用施設（１７７施設）
では、廃棄物焼却炉が１２９施設（７３％）
と最も多く、次いでアルミニウム合
金製造用溶解炉が４６施設（２６％）と
なっており、水質基準対象施設（６８
施設）では、廃棄物焼却炉に係る廃
ガス洗浄施設等が４４施設（６５％）、ア
ルミニウム及びその合金製造の用に
供する廃ガス洗浄施設が１０施設
（１５％）となっています。

　　イ　ダイオキシン類環境調査
　　　　県では、ダイオキシン類対策特別

措置法に基づき、国、市町村と連携
して、ダイオキシン類の汚染の状況
を調査しており、２２年度は、大気、
河川水質、河川底質、海域水質、海
域底質、地下水質及び土壌について、
合計１１８地点で調査を実施しました。

　　　　調査結果は、表１‐３２のとおり、河
川水質及び河川底質については、そ
れぞれ富山市の富岩運河１地点で環
境基準を超えていましたが、その他
の地点では環境基準を達成していま

注　大気（各地点年２～４回測定）及び河川水質（各地点年１～４回測定）の調査結果については、年平
均値です。

　表１‐３２　ダイオキシン類の調査結果（２２年度）
環境基準
超過地点数環境基準調　査　結　果調査地

点　数区　　　　　分

０
０．６pg-TEQ/m３

　０．０１６～０．０３５pg-TEQ/m３９住居地域大
　
気

０　０．０１８～０．０２３pg-TEQ/m３３工業地域
０　０．０３２～０．０６１pg-TEQ/m３２廃棄物焼却施設周辺
１

　１pg-TEQ/ 狩
　０．０６３～１．５pg-TEQ/ 狩３９河川公

共
用

水
域
水
質 ０　０．０６４～０．０７１pg-TEQ/ 狩６海域

１
１５０pg-TEQ/ ｇ

　０．２１～２９０pg-TEQ/ ｇ１３河川公
共
用

水
域
底
質 ０　１．９～５．４pg-TEQ/ ｇ４海域

０　　１pg-TEQ/ 狩　０．０６１～０．０６３pg-TEQ/ 狩２７地下水質
０

１，０００pg-TEQ/ ｇ
　０．００１６～３．９pg-TEQ/ ｇ１２一般環境土

壌 ０　０．０２８～２８pg-TEQ/ ｇ４発生源周辺
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注　（　）は工場・事業場数です。

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０．００００９９～０．７６pg-TEQ/ 狩３９（１４）３９（１４）排　出　水

事業者の測定結果報告施設数報 告 対 象
施 設 数区　　分

０．００００００３９～１０ng＊-TEQ/m３N１１９（７５）１２２（８１）排 出 ガ ス
０～５４ng-TEQ/ ｇ 　７４（５７）　８４（６５）ばいじん等

した。
　　ウ　ダイオキシン類発生源監視指導
　　　　　ダイオキシン類対策特別措置法

に基づく特定施設の設置者による
測定結果の概要は、表１‐３３のとお
りであり、測定結果が未報告の設
置者に対しては、口頭での指導を
行いました。

　エ　富岩運河等のダイオキシン類対策　
　　の推進
　　　　ダイオキシン類による水質や底質

の汚染が明らかになっている富岩運
河等の対策について、１３年度に学識
経験者等からなる「富岩運河等ダイ
オキシン類対策検討委員会」を設置
し、汚染原因の調査や対策工法の検
討などを進めてきており、２２年度に
は、詳細な対策工法の検討を実施し、
中島閘門上流部の対策工法について
とりまとめました。

　　　　一方、国土交通省では、１５年３月
に「港湾における底質ダイオキシン
類対策技術指針」、１９年７月に港湾・
河川事業共通の新たな技術基準や処
理工法に関する「底質ダイオキシン
類対策の基本的考え方」を取りまと
め、１７年３月には富岩運河の底質を
材料として行った実験結果を「港湾
における底質ダイオキシン類分解無

害化処理技術データーブック」とし
て取りまとめて公表するなど、ダイ
オキシン類汚染底質の無害化処理技
術の開発に取り組んでいますが、大
量の汚染土の処理技術としては経済
性、施工性、安全性等において課題
が多いことから、さらなる安全で低
コストな無害化処理技術の確立を国
に要望しているところです。

　　　　県では、これらを踏まえ、引き続
き、中島閘門下流部の対策工法の検
討を進めることにしています。

　　　　富岩運河のしゅんせつ土砂を搬出
した富山新港東埋立地については、
１５年５月に汚染土を遮水シートと土
砂で覆う対策を完了していますが、
引き続き周辺環境の監視を行ってい
ます。

　ウ　有害大気汚染物質への対応
　　　住居地域や工業地域等において、大
気中のベンゼンやトリクロロエチレン
などの有害大気汚染物質の環境調査を
実施しました。

　　　環境基準が設定されているベンゼン
等の調査結果は、表１‐３４のとおり、ベ
ンゼンは０．７３～０．９８μg/m３（地点別
年平均値、以下同じ。）、トリクロロエ
チレンは＜０．１～０．５１μg/m３、テト

　表１‐３３　特定施設の設置者によるダイオキシン類測定結果の概要（２２年度）
　敢　大気基準適用施設

　柑　水質基準適用事業場

＊ng … ナノグラムと読みます。ナノは単位の一つで１０億分の１（１０－９）を示します。

注　（　）は工場・事業場数です。
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　表１‐３５　アクリロニトリル等その他優先取組物質の調査結果（２２年度）（単位：主／弱）
２１年度全国調査結果（環境省）

指針値地点別平均値項　　　　　目
最　大最　小平　均
１．６０．００７５０．０７９２＜０．１アクリロニトリル
４．６０．００３８０．０６６１０＜０．１　　　塩化ビニルモノマー
３．５０．００６００．２１１８＜０．１　　　～０．３５クロロホルム
４．１０．００４５０．１７１．６＜０．１　　　～０．２６１，２－ジクロロエタン
１．２０．００６５０．１６２．５＜０．１　　　～０．１４１，３－ブタジエン
０．００４６０．０００９００．００２００．０４０　０．００１４　～０．００３３水銀及びその化合物
０．０２９０．０００５３０．００４２０．０２５＜０．００４ニッケル化合物
０．０１６０．０００２７０．００１５－　０．００１７　～０．００２６ヒ素及びその化合物
０．０００８００．０００００３５０．００００３４－＜０．０００４ベリリウム及びその化合物
０．３９０．０００９２０．０２７－　０．０１１　　～０．１２マンガン及びその化合物
０．０７８０．０００５８０．００５３－＜０．００５　　～０．０３５クロム及びその化合物
８．６０．６０２．７－　１．４　　　～２．０ホルムアルデヒド
８．４０．７１２．３－　１．３　　　～１．６アセトアルデヒド
０．４３０．０２００．０９１－　０．０４２　　～０．１７酸化エチレン
０．００１４０．００００１４０．０００２２－０．００００６９　～０．０００２７ベンゾ（a）ピレン

ラクロロエチレンは０．１μg/m３未満、
ジクロロメタンは０．８３～１．４μg/m３

で、４物質ともすべての地点で環境基
準を達成していました。

　　　また、その他の優先取組物質である
アクリロニトリル等の調査結果は、表
１‐３５のとおり、指針値が設定されてい
るアクリロニトリル、塩化ビニルモノ
マー、水銀及びニッケル化合物等につ
いては、すべての地点で指針値を下回
っていました。

　エ　内分泌かく乱化学物質への対応
　　　内分泌かく乱化学物質の実態を把握
するため、県内の８河川において調査
を行いました。

　　　調査結果は、表１‐３６のとおり、ビス
フェノールＡが３河川で検出されまし
たが、全国調査結果と比較して低い濃
度でした。

　オ　農薬等への対応
　　ア　ゴルフ場農薬への対応
　　　　ゴルフ場農薬については、「ゴルフ

　注　富山市調査分を含みます。

調査
機関

環境基準の適（○）、否（×）
 年平均値（主/弱）項　目

環境基準

物　質

区　分　　　　　調査地点

１５０主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

２００主/弱以下
であること。

３主/弱以下
であること。

ジクロロ
メ タ ン

テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼンジクロロ

メ タ ン
テトラクロロ
エ チ レ ン

トリクロロ
エチレンベンゼン

富山市○○○○１．８＜０．１　　０．２６０．９８　富 山 芝 園

一 般 環 境

県

○○○○　０．８７＜０．１　＜０．１　０．７６　魚 津

○○○○　０．８３＜０．１　＜０．１　０．７３　小杉太閤山

○○○○　１．３　＜０．１　　０．５１０．７３　高 岡 伏 木固定発生源周辺

―――○―――０．７６　小 杉 鷲 塚幹線道路沿道

　表１‐３４　ベンゼン等環境基準設定物質の調査結果及び環境基準の達成状況（２２年度）
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場農薬安全使用指導要綱」に基づき、
１６か所のゴルフ場において調整池に
魚類を飼育することによる水質の常
時監視が行われていたほか、排水の
自主測定も年２回以上実施されるな
ど、適正な管理が図られていました。

　　　　排水の自主測定の結果は、いずれ
も環境省の暫定指導指針値及び県の
要綱で定める指導値以下でした。一
方、県が行ったゴルフ場排水の水質
調査結果も、すべて環境省の暫定指
針値及び要綱で定める県の指導値以
下でした。

　　イ　農薬・化学肥料への対応
　　　　農業分野においては、農薬の適用

農作物・適用病害虫等の対象、使用
目的や効果、使用上の注意点に対す
る十分な理解の徹底を図り、適正な
使用について指導しました。その結

果、２２年度における化学農薬の使用
量は４，９９２ｔと１８年度の使用量５，１３３
ｔより１４１ｔ減少しています。

　　　　また、化学肥料についても、適正
な施肥の推進等により、２２年度にお
ける使用量（窒素、燐酸、加理の成
分合計）１６．３㎏／１０ａと１８年度の使
用量１８．４㎏／１０ａより減少していま
す。

　　　　さらに、農薬の飛散を原因とする
住民・農作物・周辺環境への影響が
生じないよう、農薬の適正利用や農
薬のみに依存しない総合的な防除方
法の普及啓発に努めました。

　　　　１９年９月に改定したとやまエコ農
業推進方針（２１年８月、目標変更）
に基づき、農薬・化学肥料の低減に
取り組むエコファーマーを２７年まで
に３，０００名を目標に育成することと
しています。（２２年度２，４５０名）

　カ　食品等の汚染対策
　　　水銀、PCB等の有害物質による汚
染状況を把握するため、魚介類中の水
銀及び食品中のPCB調査を実施しま
した。その結果、魚介類中の水銀につ
いては、いずれも暫定規制値（総水銀
０．４ppm、メチル水銀０．３ppm）以下で
した。また、食品中のPCBについては、
暫定規制値（０．１～３ppm）以下でした。 

有害大気汚染物質の調査

　表１‐３６　県内における内分泌かく乱化学物質実態調査結果（水質）

注　NDとは、検出下限値未満です。

ビスフェノールＡ４‐ｔ‐オクチルフェノールノニルフェノール
項　目

河川名等
NDNDND阿 尾 川

NDNDND余 川 川

０．０１NDND上 庄 川

０．０２NDND白 岩 川

０．０１NDND中 川

NDNDND木 流 川

NDNDND笹 川

NDNDND境 川

０．０１０．０１０．１（検出下限値）

ND～０．１１６NDND～０．６４全国（２１年度国土交通省）

（単位：主／狩）
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　キ　毒物劇物の監視指導
　　　毒物及び劇物取締法に基づく毒物劇
物業務上取扱者延べ３４工場・事業場を
対象に立入検査を実施し、毒物・劇物
の飛散や流出等の防止措置及び保管管
理の状況等について調査し、７工場・
事業場について法に基づく届出等を指
導しました。監視状況は表１‐３７のとお
りです。また、講習会を開催し、適正
な毒物劇物の保管管理について指導し
ました。

　ク　環境リスク対策の推進
　　　高圧ガス等の化学物質に関する事故
の未然防止を図るため、その取扱い作
業に関する基準が定められた理由や背
景を解説した「保安管理ノウホワイ集」

を作成しました。

桓　環境基本計画に掲げる目標
　　環境基本計画では、化学物質による環
境リスクについて、「化学物質による環境
リスクの低減」を実現することを目標と
しています。

　　具体的には、大気、水質、土壌等の化
学物質の濃度については、環境基準や指
針等に定める基準を達成維持することと
しています。また、化学肥料や農薬の使
用量を削減するとともに、ダイオキシン
類の環境基準を達成維持することとして
います。

　　環境基本計画に掲げる化学物質による
環境リスクの低減に係る指標の達成状況
は、表１‐３８のとおりです。

　表１‐３７　毒物劇物業務上取扱者の監視状況

注１　（　）内は指導件数です。
　２　［　］内は、県警察本部の依頼により実施した路上取締り件数です。

合　　　計その他
（届出不要）運送業金属熱処理業電気めっき業

５５－２４１３０工場・事業場
３４（７）
［３（０）］１（１）６（０）

［３（０）］１（０）２６（６）立 入 件 数

　表１‐３８　化学物質による環境リスクの低減に係る指標の達成状況と主な取組みの効果

２　主な取組みの効果
効　　　　　果取組み

環境中に排出されるダイオキシン類を削減
【H１３の排出量から８１％削減（H２１）】

廃棄物焼却施設など
ダイオキシン類の発
生源に対する監視指
導

１　指標の達成状況
目　　標現　　状

単位指 標 の 説 明指 標 の 名 称
値年度値年度

１００２２１００
　９８
　９８
１００

２２％年間評価
達成地点数／測定地点数

ダイオキシン類環境
基準達成率
　大気
　水質（公共用水域，地下水）
　底質
　土壌

※　底質及び土壌については、計画的に調査を行っており、これまで調査したすべての
地点の結果で評価しています。



５６

敢　公害被害等の状況
　　公害健康被害については、２２年度末現
在、カドミウム汚染に起因する公害病で
あるイタイイタイ病に認定された患者は
１９５名、要観察者は３３６名となっています。
　　公害紛争処理法に基づき本県の公害審
査会に係属した公害紛争処理事件は、２２
年度までで８件となっています。
　　また、県又は市町村が受理した大気の
汚染や水質の汚濁など典型７公害＊につ
いての苦情件数は、図１‐２０のとおり、４７
年度の５４５件をピ－クに減少し、その後、
近年は増加傾向にあり、２２年度は３２９件と
なっています。その内訳は、水質汚濁に
関するものが多く、発生源別では、図１
‐２１のとおり、家庭生活、生産工場、建
築・土木工事の順となっています。
　　なお、人口１００万人当たりの苦情件数は、
図１‐２２のとおり、本県は全国に比べて苦
情の少ない県となっています。

柑　公害被害等の防止対策
　ア　公害健康被害対策
　　　公害健康被害者に対しては、「公害健
康被害の補償等に関する法律」に基づ
き、原因者負担により、公害によって
生じた健康被害の損失に対する補償が
行われており、医療費、療養手当等の
給付がなされています。本県では、４４
年１２月に神通川下流区域のイタイイタ
イ病が指定を受けています。

　　　県では、患者等の救済を図るため、
４２年にイタイイタイ病患者及び疑似患
者等に関する特別措置要綱を策定し、
４３年１月から公費による医療救済を実
施しました。また、４４年１２月に公布さ
れた「公害に係る健康被害の救済に関
する特別措置法」の施行以降、県では、
法定受託事務として、１３年５月の環境
省環境保健部長通知などの国の示す基
準に従い、県公害健康被害認定審査会

に諮ったうえで、イタイイタイ病患者
等の認定を行っています。

　　　一方、黒部市の旧日本鉱業㈱三日市
製錬所周辺地域は、４５年５月に国がカ
ドミウム環境汚染要観察地域として指
定した地域であり、県では、４５年から
毎年住民の健康調査を実施しています。

　　　また、イタイイタイ病の貴重な資料
や教訓等を後世に継承するため、イタ
イイタイ病資料館を整備します。

　　ア　イタイイタイ病対策
　　　　患者及び要観察者の治療の促進と

発病の予防を図るため、保健師等に
よる家庭訪問指導を実施したほか、
要観察者に対して管理検診を実施し、
健康管理に努めています。また、神
通川流域で患者の発生のおそれのあ
る地域の住民に対し、検診を実施し
ています。

　　イ　カドミウム環境汚染要観察地域対
策

　　　　黒部市の旧日本鉱業㈱三日市製錬
所周辺地域で住民の健康調査を実施
し、住民の健康管理に努めています。 

＊典型７公害　…　大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭をいいます。

６　公害被害等の防止と解決

イタイイタイ病資料館（完成外観イメージ）

イタイイタイ病資料館（エントランスイメージ）
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　イ　公害紛争等の処理対策
　　ア　公害紛争処理対策
　　　　公害紛争処理制度は、公害に関す

る紛争の迅速かつ適正な解決を図る
ため設けられたものであり、県では
公害審査会や公害苦情相談員を設け
て、迅速かつ適切な解決に努めてい
ます。

　　　　４５年１１月の公害紛争処理制度の施
行から２２年度末までに、国の公害等
調整委員会及び都道府県の公害審査
会等に係属した事件数は２，１３１件で、
うち２，０６０件が終結しています。

　　　　本県の公害審査会への係属事件は
８件で、いずれも終結しています。

　　イ　苦情対策
　　　　県では、工場・事業場の監視など

により施設の適正な維持管理を指導
するとともに、市町村と連携して、
県民や事業者に苦情の原因となる行
為の自粛を呼びかけるなど、苦情の
未然防止に努めています。

　　　　また、苦情が発生した場合は、市
町村等と連携して、速やかな現地調
査を実施し、苦情の原因について改
善等を指導するとともに、関係者の
調整を図るなど、円滑な解決に努め
ています。

桓　環境基本計画に掲げる目標
　　環境基本計画では、公害被害等の防止
と解決について、「公害のない住みよい地
域社会の構築」を実現することを目標と
しています。

　図１‐２０　苦情件数の推移（典型７公害）
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　図１‐２１　苦情の発生源別の推移（典型７公害）

　図１‐２２　人口１００万人当たりの苦情件数の推移（典型７公害）


